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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　下記式（１）
【化１】

（式中、Ｒ１乃至Ｒ１６はそれぞれ独立に、水素原子、置換若しくは無置換のアリール基
、置換若しくは無置換のアルキル基、ハロゲン原子、置換若しくは無置換のアルコキシ基
、置換若しくは無置換のアルキルチオ基、置換若しくは無置換のアルキルアミノ基、置換
若しくは無置換のジアルキルアミノ基（アルキル基は互いに結合して窒素原子を含む環状
構造を形成してもよい）、置換若しくは無置換のアルキルスルホニル基、置換若しくは無
置換のトリアルキルシリル基、置換若しくは無置換のトリアルキルシリルエチニル基、置
換若しくは無置換のアリールアミノ基、置換若しくは無置換のジアリールアミノ基、又は
シアノ基を表す。）
で表される有機化合物。
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【請求項２】
　請求項１に記載の有機化合物であって、
　Ｒ１乃至Ｒ４及びＲ９乃至Ｒ１２がそれぞれ独立に、水素原子、置換若しくは無置換の
アリール基、又は置換若しくは無置換のアルキル基であり、
　Ｒ５乃至Ｒ８及びＲ１３乃至Ｒ１６が水素原子である有機化合物。
【請求項３】
　請求項２に記載の有機化合物であって、
　Ｒ１乃至Ｒ４及びＲ９乃至Ｒ１２がそれぞれ独立に水素原子又は置換若しくは無置換の
アルキル基である有機化合物。
【請求項４】
　請求項３に記載の有機化合物であって、
　Ｒ１乃至Ｒ４及びＲ９乃至Ｒ１２がそれぞれ独立に水素原子又は炭素数１乃至３の無置
換のアルキル基である有機化合物。
【請求項５】
　請求項４に記載の有機化合物であって、
　Ｒ１乃至Ｒ４及びＲ９乃至Ｒ１２が水素原子である有機化合物。
【請求項６】
　請求項４に記載の有機化合物であって、
　Ｒ２及びＲ１０の一方が炭素数１乃至３の無置換のアルキル基であって他方が水素原子
又は炭素数１乃至３の無置換のアルキル基であり、かつＲ１、Ｒ３、Ｒ４、Ｒ９、Ｒ１１

及びＲ１２が水素原子であるか、若しくは
　Ｒ３及びＲ１１の一方が炭素数１乃至３の無置換のアルキル基であって他方が水素原子
又は炭素数１乃至３の無置換のアルキル基であり、かつＲ１、Ｒ２、Ｒ４、Ｒ９、Ｒ１０

及びＲ１２が水素原子である有機化合物。
【請求項７】
　請求項１乃至６の何れか一項に記載の有機化合物を含有する有機半導体材料。
【請求項８】
　請求項７に記載の有機半導体材料からなる有機薄膜。
【請求項９】
　請求項７に記載の有機半導体材料を含む有機エレクトロニクスデバイス。
【請求項１０】
　請求項９に記載の有機エレクトロニクスデバイスであって、
　薄膜トランジスタ素子、有機光電変換素子、有機太陽電池素子、有機ＥＬ素子、有機発
光トランジスタ素子、又は有機半導体レーザー素子である有機エレクトロニクスデバイス
。
【請求項１１】
　請求項１０に記載の有機エレクトロニクスデバイスであって、
　薄膜トランジスタ素子、有機光電変換素子、又は有機太陽電池素子である有機エレクト
ロニクスデバイス。
【請求項１２】
　請求項１０又は１１に記載の有機エレクトロニクスデバイスであって、
　薄膜トランジスタ素子である有機エレクトロニクスデバイス。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、有機半導体材料として有用な新規な有機化合物及びその用途に関する。さら
に詳しくは、本発明は、有機半導体材料として有用な特定の有機化合物、並びに、これを
利用した有機半導体材料、有機薄膜、及び薄膜トランジスタ素子、有機光電変換素子、有
機太陽電池、有機ＥＬ（エレクトロルミネッセンス）素子、有機発光トランジスタ素子又
は有機半導体レーザー素子等の有機エレクトロニクスデバイスに関する。
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【背景技術】
【０００２】
　近年、有機エレクトロニクスデバイスヘの関心が高まっている。その特徴としては、従
来のアモルファスシリコンや多結晶シリコンを用いた無機エレクトロニクスデバイスとは
異なり、デバイス自体がフレキシビリティを有する事や、デバイスの大面積化が可能であ
る事等が挙げられる。また、有機エレクトロニクスデバイスの製造方法として知られてい
る真空蒸着法や塗布法等の成膜方法によれば、製造コストの上昇を抑えることが可能であ
り、更には、成膜時に必要となるプロセス温度を比較的低温にすることができるため、基
板に用いる材料の選択の幅が広がるといった利点があり、その実用化に向けて盛んに研究
報告がなされている。
【０００３】
　代表的な有機エレクトロニクスデバイスとしては有機ＥＬ素子、有機太陽電池素子、有
機光電変換素子、有機（薄膜）トランジスタ素子などが挙げられる。有機ＥＬ素子はフラ
ットパネルディスプレイとして次世代ディスプレイ用途のメインターゲットとして期待さ
れ、携帯電話のディスプレイやＴＶ（テレビ受像機）などに応用されており、更に高機能
化を目指した開発が継続されている。有機太陽電池素子等は、安価なエネルギー源として
、また、有機トランジスタ素子は、フレキシビリティを有するディスプレイや安価なＩＣ
（集積回路）への応用を目的として研究開発がなされている。
【０００４】
　これら有機エレクトロニクスデバイスにおいては、デバイスを構成する半導体材料の開
発が非常に重要であり、例えば低分子系の半導体材料（有機トランジスタ材料）としては
、アセン系の有機半導体化合物であるペンタセン等が盛んに検討されている。また、複素
環を有するヘテロアセン系化合物としては、主に硫黄やセレン等の原子を含んだ材料が検
討されている。そのようなヘテロアセン系化合物の具体例としては、ベンゾジチオフェン
系化合物（特許文献１や非特許文献１に記載の２，６－ジフェニルベンゾ［１，２－ｂ：
４，５－ｂ’］ジチオフェン（ＤＰｈ－ＢＤＴ））、特許文献２や非特許文献４に記載の
ナフトジチオフェン系化合物（ＮＤＴ）、ベンゾチエノベンゾチオフェン系化合物（特許
文献３や非特許文献２に記載の２，７－ジフェニル［１］ベンゾチエノ［３，２－ｂ］［
１］ベンゾチオフェン（ＤＰｈ－ＢＴＢＴ）、特許文献４や非特許文献３に記載の２，７
－ジアルキル［１］ベンゾチエノ［３，２－ｂ］［１］ベンゾチオフェン（ＡｌｋｙｌＢ
ＴＢＴ））、ジナフトチエノチオフェン系化合物（特許文献５や非特許文献５に記載のジ
ナフト［２，３－ｂ：２’，３’－ｆ］チエノ［２，３－ｂ：２’，３’－ｆ］チエノ［
２，３－ｂ］チオフェン（ＡｌｋｙｌＤＮＴＴ）など、大気中で安定な高性能の材料が挙
げられる。また、特許文献６に記載の、無置換のヘテロアセン系化合物の中では最高クラ
スの移動度を有するビスベンゾチエノナフトジチオフェン（ＢＢＴＮＤＴ）のように、ペ
ンタセンよりも半導体特性や大気安定性などに優れた化合物が開発されているが、未だ市
場の要求を満足するものはなく、移動度や大気安定性が高い、様々なデバイスに有用な半
導体材料の開発が求められている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００５－１５４３７１号公報
【特許文献２】国際公開第２０１０／０５８６９２号
【特許文献３】国際公開第２００６／０７７８８８号
【特許文献４】国際公開第２００８／０４７８９６号
【特許文献５】国際公開第２００８／０５０７２６号
【特許文献６】国際公開第２０１４／０２７５８１号
【非特許文献】
【０００６】
【非特許文献１】「米国化学会誌（Ｊｏｕｒｎａｌ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ａｍｅｒｉｃａｎ　
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Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｓｏｃｉｅｔｙ）」、（米国）、２００４年、第１２６号、ｐ．５０
８４－５０８５
【非特許文献２】「米国化学会誌（Ｊｏｕｒｎａｌ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ａｍｅｒｉｃａｎ　
Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｓｏｃｉｅｔｙ）」、（米国）、２００６年、第１２８号、ｐ．１２
６０４－１２６０５
【非特許文献３】「米国化学会誌（Ｊｏｕｒｎａｌ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ａｍｅｒｉｃａｎ　
Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｓｏｃｉｅｔｙ）」、（米国）、２００７年、第１２９号、ｐ．１５
７３２－１５７３３
【非特許文献４】「米国化学会誌（Ｊｏｕｒｎａｌ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ａｍｅｒｉｃａｎ　
Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｓｏｃｉｅｔｙ）」、（米国）、２０１１年、第１３３号、ｐ．５０
２４－５０３５
【非特許文献５】「米国化学会誌（Ｊｏｕｒｎａｌ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ａｍｅｒｉｃａｎ　
Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｓｏｃｉｅｔｙ）」、（米国）、２００７年、第１２９号、ｐ．２２
２４－２２２５
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明の目的は、有機エレクトロニクスデバイスに使用可能な新規な有機化合物を提供
することにあり、さらに詳しくは有機ＥＬ素子、有機太陽電池素子、有機トランジスタ素
子、有機半導体レーザー素子などの有機エレクトロニクスデバイスに応用可能な新規な有
機化合物を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明者らは、種々の有機化合物を検討した結果、特定の構造を有する有機化合物を用
いることにより上記の課題が解決されることを見出し、本発明を完成させるに至った。
　即ち、本発明は、下記の通りである。
　［１］下記式（１）
【化１】

（式中、Ｒ１乃至Ｒ１６はそれぞれ独立に、水素原子、置換若しくは無置換のアリール基
、置換若しくは無置換のアルキル基、ハロゲン原子、置換若しくは無置換のアルコキシ基
、置換若しくは無置換のアルキルチオ基、置換若しくは無置換のアルキルアミノ基、置換
若しくは無置換のジアルキルアミノ基（アルキル基は互いに結合して窒素原子を含む環状
構造を形成してもよい）、置換若しくは無置換のアルキルスルホニル基、置換若しくは無
置換のトリアルキルシリル基、置換若しくは無置換のトリアルキルシリルエチニル基、置
換若しくは無置換のアリールアミノ基、置換若しくは無置換のジアリールアミノ基、又は
シアノ基を表す。）
で表される有機化合物、
　［２］前項［１］に記載の有機化合物であって、Ｒ１乃至Ｒ４及びＲ９乃至Ｒ１２がそ
れぞれ独立に、水素原子、置換若しくは無置換のアリール基、又は置換若しくは無置換の
アルキル基であり、Ｒ５乃至Ｒ８及びＲ１３乃至Ｒ１６が水素原子である有機化合物、
　［３］前項［２］に記載の有機化合物であって、Ｒ１乃至Ｒ４及びＲ９乃至Ｒ１２がそ
れぞれ独立に水素原子又は置換若しくは無置換のアルキル基である有機化合物、
　［４］前項［３］に記載の有機化合物であって、Ｒ１乃至Ｒ４及びＲ９乃至Ｒ１２がそ
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れぞれ独立に水素原子又は炭素数１乃至３の無置換のアルキル基である有機化合物、
　［５］前項［４］に記載の有機化合物であって、Ｒ１乃至Ｒ４及びＲ９乃至Ｒ１２が水
素原子である有機化合物、
　［６］前項［４］に記載の有機化合物であって、
　Ｒ２及びＲ１０の一方が炭素数１乃至３の無置換のアルキル基であって他方が水素原子
又は炭素数１乃至３の無置換のアルキル基であり、かつＲ１、Ｒ３、Ｒ４、Ｒ９、Ｒ１１

及びＲ１２が水素原子であるか、若しくは
　Ｒ３及びＲ１１の一方が炭素数１乃至３の無置換のアルキル基であって他方が水素原子
又は炭素数１乃至３の無置換のアルキル基であり、かつＲ１、Ｒ２、Ｒ４、Ｒ９、Ｒ１０

及びＲ１２が水素原子である有機化合物、
　［７］前項［１］乃至［６］の何れか一項に記載の有機化合物を含有する有機半導体材
料、
　［８］前項［７］に記載の有機半導体材料からなる有機薄膜、
　［９］前項［７］に記載の有機半導体材料を含む有機エレクトロニクスデバイス、
　［１０］前項［９］に記載の有機エレクトロニクスデバイスであって、薄膜トランジス
タ素子、有機光電変換素子、有機太陽電池素子、有機ＥＬ素子、有機発光トランジスタ素
子、又は有機半導体レーザー素子である有機エレクトロニクスデバイス、
　［１１］前項［１０］に記載の有機エレクトロニクスデバイスであって、薄膜トランジ
スタ素子、有機光電変換素子、又は有機太陽電池素子である有機エレクトロニクスデバイ
ス、
　［１２］前項［１０］又は［１１］に記載の有機エレクトロニクスデバイスであって、
薄膜トランジスタ素子である有機エレクトロニクスデバイス。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明によれば、有機エレクトロニクスデバイスに使用可能な新規な有機化合物を提供
することができる。さらに、本発明によれば、新規な有機化合物を有機半導体材料として
用いることにより、閾値電圧、キャリア移動度、オン／オフ比等の半導体特性に優れ、し
かも高い大気安定性を有する有機エレクトロニクスデバイスを提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】本発明の薄膜トランジスタ素子の構造のいくつかの態様例を示す概略断面図であ
り、（ａ）はボトムコンタクト－ボトムゲート型薄膜トランジスタ素子、（ｂ）はトップ
コンタクト－ボトムゲート型薄膜トランジスタ素子、（ｃ）はトップコンタクト－トップ
ゲート型薄膜トランジスタ素子、（ｄ）はトップ＆ボトムゲート型薄膜トランジスタ素子
、（ｅ）は静電誘導トランジスタ素子、（ｆ）はボトムコンタクト－トップゲート型薄膜
トランジスタ素子を示す。
【図２】本発明の薄膜トランジスタ素子の一態様例としてのトップコンタクト－ボトムゲ
ート型薄膜トランジスタ素子の製造工程を説明するための説明図であり、（ａ）～（ｆ）
は各製造工程を示す概略断面図である。
【図３】本発明の有機エレクトロニクスデバイスの一態様としての有機太陽電池素子の構
造の一例を示す概略断面図である。
【図４】実施例１で得られた式（１１）で表される有機化合物からなる薄膜の、紫外可視
吸収スペクトルを示すグラフである。
【図５】実施例２で得られた薄膜トランジスタ素子の、作製直後及び１ヶ月後の伝達特性
を示すグラフである。
【図６】比較例１で得られた薄膜トランジスタ素子の、作製直後及び１ヶ月後の伝達特性
を示すグラフである。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　以下に本発明を詳細に説明する。
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　〔有機化合物〕
　本発明の有機化合物は、下記式（１）
【化２】

で表される。
【００１２】
　式（１）中、Ｒ１乃至Ｒ１６はそれぞれ独立に、水素原子、置換若しくは無置換のアリ
ール基、置換若しくは無置換のアルキル基、ハロゲン原子、置換若しくは無置換のアルコ
キシ基、置換若しくは無置換のアルキルチオ基、置換若しくは無置換のアルキルアミノ基
、置換若しくは無置換のジアルキルアミノ基（２つのアルキル基が互いに結合して窒素原
子を含む環状構造を形成してもよい）、置換若しくは無置換のアルキルスルホニル基、置
換若しくは無置換のトリアルキルシリル基、置換若しくは無置換のトリアルキルシリルエ
チニル基、置換若しくは無置換のアリールアミノ基、置換若しくは無置換のジアリールア
ミノ基又はシアノ基を表す。なお、ここで、「置換の」とは、母体の基（例えばアルキル
基）が有する水素原子の少なくとも１つが置換基で置換されていることを意味し、「無置
換の」とは、母体の基が有する水素原子が置換基で置換されていないことを意味する。し
たがって、例えば、ここでいう「無置換のアルキル基」とは、アルキル基上の水素原子が
置換基で置換されていないアルキル基、即ち、炭素原子及び水素原子のみからなる飽和炭
化水素基を意味する。
【００１３】
　式（１）のＲ１乃至Ｒ１６が表す置換若しくは無置換のアリール基としては、例えば、
フェニル基、ナフチル基、アンスリル基、フェナンスリル基、ピレニル基、ベンゾピレニ
ル基等の芳香族炭化水素基；ピリジル基、ピラジル基、ピリミジル基、キノリル基、イソ
キノリル基、ピロリル基、インドレニル基、イミダゾリル基、カルバゾリル基、チエニル
基、フリル基、ピラニル基、ピリドニル基等の複素環基；ベンゾキノリル基、アントラキ
ノリル基、ベンゾチエニル基及びベンゾフリル基等の縮合系複素環基等が挙げられる。こ
れらのうち、フェニル基、ナフチル基、ピリジル基、及びチエニル基が好ましく、フェニ
ル基が特に好ましい。上記置換若しくは無置換のアリール基の炭素数は３乃至６０である
ことが好ましい。
【００１４】
　式（１）のＲ１乃至Ｒ１６が置換のアリール基を表す場合における、置換のアリール基
が有する置換基としては、特に制限はないが、例えば、ハロゲン原子、置換若しくは無置
換のアルキル基等が挙げられる。置換のアリール基が有する置換基としての置換若しくは
無置換のアルキル基としては、式（１）のＲ１乃至Ｒ１６が表す置換若しくは無置換のア
ルキル基の例として後段で挙げる各基が挙げられる。置換のアリール基が有する置換基と
してのハロゲン原子としては、フッ素原子、塩素原子、臭素原子、及びヨウ素原子が挙げ
られる。置換のアリール基が有する置換基としては、これらの中でも炭素数１乃至３の置
換若しくは無置換のアルキル基が好ましい。
【００１５】
　式（１）のＲ１乃至Ｒ１６が表す置換若しくは無置換のアルキル基としては、置換若し
くは無置換の飽和又は不飽和の直鎖、分岐鎖、又は環状のアルキル基が挙げられる。上記
置換若しくは無置換のアルキル基の炭素数は１乃至２０であることが好ましい。ここで、
無置換の飽和又は不飽和の直鎖又は分岐鎖のアルキル基としては、例えば、メチル基、エ
チル基、ｎ－プロピル基、イソプロピル基、ｎ－ブチル基、イソブチル基、アリル基、ｔ
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－ブチル基、ｎ－ペンチル基、ｎ－ヘキシル基、ｎ－オクチル基、ｎ－デシル基、ｎ－ド
デシル基、ｎ－ステアリル基、ｎ－ブテニル基等が挙げられる。また、無置換の環状のア
ルキル基としては、例えば、シクロヘキシル基、シクロペンチル基、アダマンチル基、ノ
ルボルニル基等の炭素数３乃至１２のシクロアルキル基が挙げられる。
【００１６】
　式（１）のＲ１乃至Ｒ１６が置換のアルキル基を表す場合における、置換のアルキル基
が有する置換基としては、特に制限はないが、例えば、ハロゲン原子、置換若しくは無置
換のアリール基等が挙げられる。置換のアルキル基が有する置換基としての置換若しくは
無置換のアリール基としては、式（１）のＲ１乃至Ｒ１６が表す置換若しくは無置換のア
リール基の例として先に挙げた各基が挙げられる。置換のアルキル基が有する置換基とし
てのハロゲン原子としては、フッ素原子、塩素原子、臭素原子、及びヨウ素原子が挙げら
れる。
【００１７】
　置換基としてハロゲン原子を有する置換のアルキル基（ハロアルキル基）としては、例
えば、クロロメチル基、１－クロロエチル基、２－クロロエチル基、２－クロロイソブチ
ル基、１，２－ジクロロエチル基、１，３－ジクロロイソプロピル基、２，３－ジクロロ
－ｔ－ブチル基、１，２，３－トリクロロプロピル基、ブロモメチル基、１－ブロモエチ
ル基、２－ブロモエチル基、２－ブロモイソブチル基、１，２－ジブロモエチル基、１，
３－ジブロモイソプロピル基、２，３－ジブロモ－ｔ－ブチル基、１，２，３－トリブロ
モプロピル基、ヨードメチル基、１－ヨードエチル基、２－ヨードエチル基、２－ヨード
イソブチル基、１，２－ジヨードエチル基、１，３－ジヨードイソプロピル基、２，３－
ジヨード－ｔ－ブチル基、１，２，３－トリヨードプロピル基、フルオロメチル基、１－
フルオロエチル基，２－フルオロエチル基、２－フルオロイソブチル基、１，２－ジフロ
ロエチル基、ジフルオロメチル基、トリフルオロメチル基、ペンタフルオロエチル基、パ
ーフルオロイソプロピル基、パーフルオロブチル基、パーフルオロシクロヘキシル基等の
基が挙げられる。
【００１８】
　上記置換若しくは無置換のアルキル基は、好ましくは置換若しくは無置換の飽和の直鎖
アルキル基であり、より好ましくは炭素数１乃至３の置換若しくは無置換の飽和の直鎖ア
ルキル基であり、さらに好ましくは炭素数１乃至３の無置換の飽和の直鎖アルキル基であ
る。また、上記置換若しくは無置換のアルキル基は、好ましくは炭素数１乃至３の置換若
しくは無置換のアルキル基であり、より好ましくは炭素数１乃至３の無置換のアルキル基
である。
【００１９】
　式（１）Ｒ１乃至Ｒ１６が表す上記ハロゲン原子としては、フッ素原子、塩素原子、臭
素原子、及びヨウ素原子が挙げられる。
【００２０】
　上記置換若しくは無置換のアルコキシ基は、－ＯＺ１（Ｚ１は上述した置換若しくは無
置換のアルキル基を表す）で表される基であり、Ｚ１の例としては、上述した置換若しく
は無置換のアルキル基の例として挙げた各基が挙げられる。
【００２１】
　上記置換若しくは無置換のアルキルチオ基は、－ＳＺ１（Ｚ１は上述した置換又は無置
換のアルキル基を表す）で表される基であり、Ｚ１の例としては、上述した置換若しくは
無置換のアルキル基の例として挙げた各基が挙げられる。
【００２２】
　上記置換若しくは無置換のアルキルアミノ基は、－ＮＨＺ１（Ｚ１は上述した置換又は
無置換のアルキル基を表す）で表される基である。上記置換若しくは無置換のジアルキル
アミノ基は－ＮＺ１Ｚ２（Ｚ１及びＺ２はそれぞれ独立に、上述した置換又は無置換のア
ルキル基を表す）で表される基である。これらのアルキルアミノ基及びジアルキルアミノ
基において、Ｚ１及びＺ２の例としては、それぞれ上述した置換若しくは無置換のアルキ
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ル基の例として挙げた各基が挙げられる。なお、ジアルキルアミノ基が有する２つのアル
キル基は互いに結合して窒素原子を含む環構造を形成してもよく、上記環構造としては、
例えば、ピロリジン環、ピペリジン環等が挙げられる。
【００２３】
　上記置換若しくは無置換のアルキルスルホニル基は、－ＳＯ２Ｚ１（Ｚ１は上述した置
換又は無置換のアルキル基を表す）で表される基であり、Ｚ１の例としては、上述した置
換若しくは無置換のアルキル基の例として挙げた各基が挙げられる。
【００２４】
　上記置換若しくは無置換のトリアルキルシリル基は、－ＳｉＺ１Ｚ２Ｚ３（Ｚ１、Ｚ２

、及びＺ３はそれぞれ独立に、上述した置換又は無置換のアルキル基を表す）で表される
基である。Ｚ１、Ｚ２、及びＺ３の例としては、それぞれ上述した置換若しくは無置換の
アルキル基の例として挙げた各基が挙げられる。上記置換若しくは無置換のトリアルキル
シリル基としては、例えば、トリメチルシリル基等が挙げられる。
【００２５】
　上記置換若しくは無置換のトリアルキルシリルエチニル基は、－Ｃ≡Ｃ－ＳｉＺ１Ｚ２

Ｚ３（Ｚ１、Ｚ２、及びＺ３はそれぞれ独立に、上述した置換又は無置換のアルキル基を
表す）で表される基である。Ｚ１、Ｚ２、及びＺ３の例としては、それぞれ上述した置換
若しくは無置換のアルキル基の例として挙げた各基が挙げられる。上記置換若しくは無置
換のトリアルキルシリルエチニル基としては、例えば、トリメチルシリルエチニル基、ト
リエチルシリルエチニル基、トリイソプロピルシリルエチニル基等が挙げられる。
【００２６】
　上記アリールアミノ基とは、－ＮＨＺ４（Ｚ４は上述した置換又は無置換のアリール基
を表す）で表される基である。上記ジアリールアミノ基は－ＮＺ５Ｚ６（Ｚ５及びＺ６は
それぞれ独立に、上述した置換又は無置換のアリール基を表す）で表される基である。Ｚ

５及びＺ６の例としては、それぞれ上述した置換若しくは無置換のアリール基の例として
挙げた各基が挙げられる。
【００２７】
　式（１）で表される有機化合物のうち、Ｒ１乃至Ｒ４及びＲ９乃至Ｒ１２がそれぞれ独
立に、水素原子、置換若しくは無置換のアリール基、又は置換若しくは無置換のアルキル
基であり、Ｒ５乃至Ｒ８及びＲ１３乃至Ｒ１６が水素原子である有機化合物、すなわち下
記式（１－１）で表される有機化合物が好ましい。
【化３】

（式中、Ｒ１乃至Ｒ４及びＲ９乃至Ｒ１２はそれぞれ独立に、水素原子、置換若しくは無
置換のアリール基、又は置換若しくは無置換のアルキル基を表す）
【００２８】
　式（１－１）におけるＲ１乃至Ｒ４及びＲ９乃至Ｒ１２は、それぞれ独立に水素原子又
は置換若しくは無置換のアルキル基であることが好ましく、それぞれ独立に水素原子又は
炭素数１乃至３の無置換のアルキル基であることがより好ましく、Ｒ１乃至Ｒ４及びＲ９

乃至Ｒ１２の全てが水素原子であることがさらに好ましい。
【００２９】
　本発明の式（１）で表される有機化合物を有機エレクトロニクスデバイス、例えば薄膜
トランジスタ素子に用いる場合、式（１）で表される有機化合物の中でも下記式（１－２
）及び（１－３）のような、より棒状に近い分子構造を有する有機化合物を用いて有機薄
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（６つのベンゼン環と４つのチオフェン環が縮合した構造部分）のπ共役平面が配列して
電荷輸送に高効率な結晶構造をとることにより、高い移動度が達成される。
【００３０】
【化４】

（式中、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ１０及びＲ１１はそれぞれ独立に、水素原子、置換若しくは無置
換のアリール基、又は置換若しくは無置換のアルキル基を表す）
【００３１】
　即ち、式（１）で表される有機化合物としては、上記式（１－２）で表される有機化合
物（式（１）で表される有機化合物において、Ｒ１、Ｒ３乃至Ｒ９、及びＲ１１乃至Ｒ１

６が水素原子である有機化合物）、及び上記式（１－３）で表される有機化合物（式（１
）で表される有機化合物において、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ４乃至Ｒ１０、及びＲ１２乃至Ｒ１６

が水素原子である有機化合物）が好ましい。さらに、これら式（１－２）で表される有機
化合物及び式（１－３）で表される有機化合物のうち、式（１－２）におけるＲ２及びＲ
１０がそれぞれ独立に水素原子又は置換若しくは無置換のアルキル基である有機化合物、
並びに式（１－３）におけるＲ３及びＲ１１がそれぞれ独立に水素原子又は置換若しくは
無置換のアルキル基である有機化合物が好ましく、式（１－２）におけるＲ２及びＲ１０

がそれぞれ独立に水素原子又は炭素数１乃至３の無置換のアルキル基である有機化合物、
並びに式（１－３）におけるＲ３及びＲ１１がそれぞれ独立に水素原子又は炭素数１乃至
３の無置換のアルキル基である有機化合物がより好ましく、式（１－２）におけるＲ２及
びＲ１０が水素原子である有機化合物、並びに式（１－３）におけるＲ３及びＲ１１が水
素原子である有機化合物がさらに好ましい。また、式（１－２）におけるＲ２及びＲ１０

の一方がアリール基であり他方がアリール基又は水素原子である有機化合物、並びに式（
１－３）におけるＲ３及びＲ１１の一方がアリール基であり他方がアリール基又は水素原
子である有機化合物も好ましい。
【００３２】
　本発明の式（１）で表される有機化合物は、例えば下記の反応工程で得られる。下記の
反応工程では、まず、式（２）で示される中間体化合物（特許文献２参照）をスズ化合物
と反応させ式（３）で示される中間体化合物を得る。さらに、式（３）で示される中間体
化合物と、式（４）及び式（５）で示されるトリフラート化ベンゼン誘導体とのスティル
カップリング反応により、式（６）で示される閉環前駆体を合成する。この閉環前駆体の
分子内環化及び脱メチル反応を行うことにより、目的とする式（１）で表される有機化合
物を得ることができる。
【００３３】
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【００３４】
　式（１）で表される有機化合物の精製方法は、特に限定されず、再結晶、カラムグロマ
トグラフィー、及び真空昇華精製等の公知の方法が採用できる。また、必要に応じてこれ
らの方法を組み合わせて用いてもよい。
【００３５】
　式（１）で表される有機化合物の具体例を下記するが、本発明はこれらの具体例に限定
されるものではない。
【００３６】
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【００３７】
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【００３８】
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【００３９】
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【００４０】
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【００４１】
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【００４２】
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【化１２】

【００４３】
　〔有機半導体材料、有機薄膜〕
　本発明の有機半導体材料は、本発明の式（１）で表される有機化合物を含有する。本発
明の式（１）で表される有機化合物を含有する有機半導体材料を用いて有機薄膜を作製す
ることができる。該有機薄膜の膜厚は、その用途によって異なるが、通常０．１ｎｍ～１
０μｍであり、好ましくは０．５ｎｍ～３μｍであり、より好ましくは１ｎｍ～１μｍで
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ある。
【００４４】
　有機薄膜の形成方法としては、一般的に、真空プロセスである、抵抗加熱蒸着法、電子
ビーム蒸着法、スパッタリング法、分子積層法などの方法；溶液プロセスである、スピン
コート法、ドロップキャスト法、ディップコート法、スプレー法、フレキソ印刷法、樹脂
凸版印刷などの凸版印刷法、オフセット印刷法、ドライオフセット印刷法、パッド印刷法
などの平板印刷法、グラビア印刷法などの凹版印刷法、シルクスクリーン印刷法、謄写版
印刷法、リングラフ印刷法などの孔版印刷法、インクジェット印刷法、マイクロコンタク
トプリント法などの方法；これらの手法を複数組み合わせた方法等が挙げられる。これら
の中でも、真空プロセスである抵抗加熱蒸着法が好ましい。
【００４５】
　〔有機エレクトロニクスデバイス〕
　本発明の式（１）で表される有機化合物をエレクトロニクス用途の材料として用いて、
有機エレクトロニクスデバイスを作製することができる。有機エレクトロニクスデバイス
としては、例えば薄膜トランジスタ素子、有機光電変換素子、有機太陽電池素子、有機Ｅ
Ｌ素子、有機発光トランジスタ素子及び有機半導体レーザー素子等が挙げられる。次に、
これらについて詳細に説明する。
【００４６】
　〔薄膜トランジスタ素子〕
　まず、薄膜トランジスタ素子について詳しく説明する。
　薄膜トランジスタ素子は、半導体薄膜に接して２つの電極（ソース電極及びドレイン電
極）があり、それらの電極間に流れる電流を、ゲート電極と呼ばれるもう一つの電極に印
加する電圧で制御するものである。
【００４７】
　一般に、薄膜トランジスタ素子には、ゲート電極が絶縁膜で絶縁されている構造（Ｍｅ
ｔａｌ－IｎｓｕＩａｔｏｒ－Ｓｅｍｉｃｏｎｄｕｃｔｏｒ　ＭＩＳ構造）がよく用いら
れる。ＭＩＳ構造のうちで絶縁膜に金属酸化膜を用いるものはＭＯＳ（Ｍｅｔａｌ－Ｏｘ
ｉｄｅ－Ｓｅｍｉｃｏｎｄｕｃｔｏｒ）構造と呼ばれる。他の構造の薄膜トランジスタ素
子としては、半導体薄膜に対してショットキー障壁を介してゲート電極が形成されている
構造（すなわちＭＥＳ構造）もあるが、有機半導体材料を用いた薄膜トランジスタ素子の
場合、ＭＩＳ構造がよく用いられる。
【００４８】
　以下、図を用いて本発明の有機化合物を含有する半導体薄膜を備える有機系の薄膜トラ
ンジスタ素子についてより詳細に説明するが、本発明の薄膜トランジスタ素子は、本発明
の有機化合物を含有する有機半導体材料を用いたものであれば、これらの構造には限定さ
れない。
【００４９】
　図１に、薄膜トランジスタ素子のいくつかの態様例を示す。図１（ａ）～図１（ｆ）及
び図２において同じ機能を有する部材には同じ番号を付すものとする。
　図１（ａ）～（ｆ）に示す各態様例の薄膜トランジスタ素子１０Ａ乃至１０Ｆは、ソー
ス電極１、有機半導体層２、ドレイン電極３、絶縁体層４、ゲート電極５、及び基板６を
備えている。尚、各層や電極の配置は、薄膜トランジスタ素子の用途により適宜選択でき
る。薄膜トランジスタ素子１０Ａ～１０Ｄ及び１０Ｆは、基板６と平行な方向に電流が流
れるので、横型トランジスタと呼ばれる。薄膜トランジスタ素子１０Ａは、ゲート電極５
上に絶縁体層４を介してソース電極１及びドレイン電極３を設け、さらにその上に有機半
導体層２を形成しており、ボトムコンタクト－ボトムゲート構造と呼ばれる。薄膜トラン
ジスタ素子１０Ｂは、ゲート電極５上に絶縁体層４を介して有機半導体層２を設け、さら
にその上にソース電極１及びドレイン電極３を形成しており、トップコンタクト－ボトム
ゲート構造と呼ばれる。また、薄膜トランジスタ素子１０Ｃは、有機半導体層２上に、ソ
ース電極１及びドレイン電極３を設け、さらにその上に絶縁体層４を介してゲート電極５
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を形成しており、トップコンタクト－トップゲート構造と呼ばれている。薄膜トランジス
タ素子１０Ｄは、ゲート電極５上に、絶縁体層４を介してソース電極１を設け、さらにそ
の上に有機半導体層２を形成し、さらにその上にドレイン電極３を形成しており、トップ
＆ボトムコンタクトボトムゲート型トランジスタと呼ばれる構造である。薄膜トランジス
タ素子１０Ｆは、基板６上にソース電極１及びドレイン電極３を設け、さらにその上に有
機半導体層２を設け、さらにその上に絶縁体層４を介してゲート電極５を形成しており、
ボトムコンタクト－トップゲート構造である。
【００５０】
　薄膜トランジスタ素子１０Ｅは、縦型の構造をもつトランジスタ、すなわち静電誘導ト
ランジスタ（ＳＩＴ）である。このＳＩＴは、電流の流れが平面状に広がるので一度に大
量のキャリア８が移動できる。また、ＳＩＴは、ソース電極１とドレイン電極３とが縦に
配されているので、電極間距離を小さくできるため、応答が高速である。従って、ＳＩＴ
は、大電流を流す、高速のスイッチングを行うなどの用途に好ましく適用できる。なお、
図１（ｅ）には、基板を示していないが、通常の場合、図１（ｅ）中のソース電極１又は
ドレイン電極３の外側には基板が設けられる。以下、この基板についても併せて「基板６
」と呼ぶ。
【００５１】
　次に図１の各態様例における各構成要素につき説明する。
　基板６は、その上に形成される各層が剥離することなく保持できることが必要である。
基板６としては、例えば、樹脂板、樹脂フィルム、紙、ガラス板、石英板、セラミック板
などの絶縁性基板；金属や合金などからなる導電性基板上にコーティング等により絶縁層
を形成してなる多層基板；樹脂と無機材料との組合せなどの各種組合せからなる複合基板
；等が使用できる。基板６に使用できる樹脂フィルムの例としては、例えばポリエチレン
テレフタレート、ポリエチレンナフタレート、ポリエーテルスルホン、ポリアミド、ポリ
イミド、ポリカーボネート、セルローストリアセテート、ポリエーテルイミドなどのフィ
ルムが挙げられる。基板６として樹脂フィルム又は紙を用いると、薄膜トランジスタ素子
１０Ａ～１０Ｆに可撓性を持たせることができ、薄膜トランジスタ素子１０Ａ～１０Ｆが
フレキシブルで、軽量となり、実用性が向上する。基板６の厚さは、通常１μｍ～１０ｍ
ｍであり、好ましくは５μｍ～５ｍｍである。
【００５２】
　ソース電極１、ドレイン電極３、及びゲート電極５には、導電性を有する材料が用いら
れる。上記導電性を有する材料としては、例えば、白金、金、銀、アルミニウム、クロム
、タングステン、タンタル、ニッケル、コバルト、銅、鉄、鉛、錫、チタン、インジウム
、パラジウム、モリブデン、マグネシウム、カルシウム、バリウム、リチウム、カリウム
、ナトリウム等の金属及びそれらを含む合金；ＩｎＯ2、ＺｎＯ2、ＳｎＯ2、ＩＴＯ等の
導電性酸化物；ポリアニリン、ポリピロール、ポリチオフェン、ポリアセチレン、ポリパ
ラフェニレン、ビニレン、ポリジアセチレン等の導電性高分子化合物；シリコン、ゲルマ
ニウム、ガリウム砒素等の半導体；カーボンブラック、フラーレン、カーボンナノチュー
ブ、グラファイト、グラフェン等の炭素材料；等が使用できる。また、導電性高分子化合
物や半導体にはドーピングが行われていてもよい。ドーピングに用いるドーパントとして
は、例えば、塩酸、硫酸等の無機酸；スルホン酸等の酸性官能基を有する有機酸；ＰＦ5

、ＡｓＦ5、ＦｅＣｌ3等のルイス酸；ヨウ素等のハロゲン原子；リチウム、ナトリウム、
カリウム等の金属原子；等が挙げられる。ホウ素、リン、砒素などはシリコンなどの無機
半導体用のドーパントとしても多用されている。また、上記のドーパント中にカーボンブ
ラックや金属粒子などの導電性分子を分散した導電性の複合材料も上記導電性を有する材
料として用いられる。直接、有機半導体層２と接触するソース電極１およびドレイン電極
３では、コンタクト抵抗を低減するために、適切な仕事関数の選択や、表面処理などが大
切になる。
【００５３】
　また、ソース電極１とドレイン電極３との間の距離（チャネル長）や、ソース電極１と
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ドレイン電極３との間のチャネル領域の幅（チャネル幅）等の構造が薄膜トランジスタ素
子１０Ａ～１０Ｆの特性を決める重要なファクターとなる。該チャネル長は、通常０．０
１～３００μｍ、好ましくは０．１～１００μｍである。チャネル長が短ければ取り出せ
る電流量は増えるが、逆にコンタクト抵抗の影響など短チャネル効果が発生し、制御が困
難となるため、適正なチャネル長が必要である。ソース電極１とドレイン電極３との間の
チャネル領域の幅（チャネル幅）は、通常１０～１００００μｍ、好ましくは１００～５
０００μｍである。また、このチャネル幅は、ソース電極１及びドレイン電極３の構造を
くし型構造とすることなどにより、さらに長くすることが可能で、必要な電流量や素子の
構造などにより、適切な長さにする必要がある。
【００５４】
　ソース電極１及びドレイン電極３のそれぞれの構造（形）について説明する。ソース電
極１の構造とドレイン電極３の構造とは、同じであっても、異なっていてもよい。
　ボトムコンタクト構造の場合には、一般的には、リソグラフィー法を用いてソース電極
１及びドレイン電極３を作製し、またソース電極１及びドレイン電極３を直方体の形状に
形成するのが好ましい。最近は各種印刷方法による印刷精度が向上してきており、インク
ジェット印刷法、グラビア印刷法、又はスクリーン印刷法等の手法を用いて精度よくソー
ス電極１及びドレイン電極３を作製することが可能となってきている。有機半導体層２上
にソース電極１及びドレイン電極３のあるトップコンタクト構造の場合には、シャドウマ
スクなどを用いて蒸着することによってソース電極１及びドレイン電極３を作製すること
ができる。インクジェットなどの手法を用いて電極パターンを直接印刷することによって
ソース電極１及びドレイン電極３を形成することも可能となってきている。ソース電極１
及びドレイン電極３の長さは、前記のチャネル幅と同じでよい。ソース電極１及びドレイ
ン電極３の幅は、特に規定は無いが、電気的特性を安定化できる範囲で、薄膜トランジス
タ素子１０Ａ～１０Ｆの面積を小さくするためには短い方が好ましい。ソース電極１及び
ドレイン電極３の幅は、通常０．１～１０００μｍであり、好ましくは０．５～１００μ
ｍである。ソース電極１及びドレイン電極３の厚みは、通常０．１～１０００ｎｍであり
、好ましくは１～５００ｎｍであり、より好ましくは５～２００ｎｍである。ソース電極
１、ドレイン電極３、及びゲート電極５には配線が連結されているが、配線も電極（ソー
ス電極１、ドレイン電極３、及びゲート電極５）とほぼ同様の材料により作製される。
【００５５】
　絶縁体層４としては、絶縁性を有する材料が用いられる。上記の絶縁性を有する材料と
しては、例えば、ポリパラキシリレン、ポリアクリレート、ポリメチルメタクリレート、
ポリオレフィン、ポリスチレン、ポリビニルフェノール、ポリアミド、ポリイミド、ポリ
カーボネート、ポリエステル、ポリビニルアルコール、ポリ酢酸ビニル、ポリウレタン、
ポリスルホン、フッ素樹脂、エポキシ樹脂、フェノール樹脂等のポリマー及びこれらを組
み合わせた共重合体；二酸化珪素、酸化アルミニウム、酸化チタン、酸化タンタル等の金
属酸化物；ＳｒＴｉＯ3、ＢａＴｉＯ3等の強誘電性金属酸化物；窒化珪素、窒化アルミニ
ウム等の窒化物、硫化物、フッ化物などの誘電体；あるいは、これら誘電体の粒子を分散
させたポリマー；等が使用しうる。この絶縁体層４は、リーク電流を少なくするために電
気絶縁特性が高いものが好ましく使用できる。それにより、絶縁体層４の層厚を薄くして
、絶縁体層４の絶縁容量を高くすることができ、薄膜トランジスタ素子１０Ａ～１０Ｄ及
び１０Ｆから取り出せる電流を多くすることができる。また、有機半導体層２の移動度を
向上させるためには、絶縁体層４表面の表面エネルギーを低下させるために絶縁体層４表
面が凹凸のないスムースな表面であることが好ましい。そのために、絶縁体層４として、
自己組織化単分子膜や、２層の絶縁体層を形成させる場合がある。絶縁体層４の層厚は、
材料によって異なるが、通常０．１ｎｍ～１００μｍ、好ましくは０．５ｎｍ～５０μｍ
、より好ましくは１ｎｍ～１０μｍである。
【００５６】
　有機半導体層２の材料として、本発明の式（１）で表される有機化合物が用いられる。
本発明の式（１）で表される有機化合物を用いて、先に示した有機薄膜の形成方法により
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、有機薄膜として有機半導体層２を形成する。薄膜トランジスタ素子１０Ａ～１０Ｆに対
する特性の改善及び他の特性の付与等の目的のために、必要に応じて他の有機半導体材料
や各種添加剤を本発明の式（１）で表される有機化合物に混合することも可能である。
【００５７】
　薄膜トランジスタ素子１０Ａ～１０Ｆにおいては、本発明の式（１）で表される有機化
合物の少なくとも１種の化合物が有機半導体層２を構成する有機半導体材料として用いら
れる。式（１）で表される有機化合物を含有する有機半導体層２の形成時にウェットプロ
セスで成膜を行った場合、すなわち溶剤を使用して有機半導体層２を形成した場合には、
形成された有機半導体層２を、実質的に溶剤を蒸発させた後に使用することが好ましい。
有機半導体層２は、ドライプロセスである蒸着方法によって形成することが好ましい。薄
膜トランジスタ素子１０Ａ～１０Ｆの特性を改善する目的等のために、有機半導体層２を
構成する有機半導体材料にドーパント等の添加剤を含有させることもできる。
【００５８】
　上記添加剤は、有機半導体層２の材料の総量に対して、通常０．０１～１０質量％、好
ましくは０．０５～５質量％、より好ましくは０．１～３質量％の範囲で添加される。
【００５９】
　また、有機半導体層２についても、複数の層を形成してもよい。有機半導体層２の層厚
は、必要な機能を失わない範囲で、薄いほど好ましい。横型の薄膜トランジスタ素子１０
Ａ～１０Ｄ及び１０Ｆにおいては、有機半導体層２に所定以上の層厚があれば素子の特性
は有機半導体層２の層厚に依存しない一方、有機半導体層２の層厚が厚くなると、漏れ電
流が増加してくることが多いためである。必要な機能を示すための有機半導体層２の層厚
は、通常、１ｎｍ～１μｍ、好ましくは５ｎｍ～５００ｎｍ、より好ましくは１０ｎｍ～
３００ｎｍである。
【００６０】
　薄膜トランジスタ素子１０Ａ～１０Ｆには、例えば、基板６と絶縁体層４との間や、絶
縁体層４と有機半導体層２との間や、薄膜トランジスタ素子１０Ａ～１０Ｆの外面に、必
要に応じて他の層を設けることができる。例えば、有機半導体層２上に直接、又は他の層
を介して、保護層を形成すると、湿度などの外気の影響を小さくすることができる。また
、保護層の形成には、薄膜トランジスタ素子１０Ａ～１０ＦのＯＮ／ＯＦＦ比を上げるこ
とができるなど、電気的特性を安定化できる利点もある。
【００６１】
　上記保護層の材料としては、特に限定されないが、例えば、エポキシ樹脂、ポリメチル
メタクリレート等のアクリル樹脂、ポリウレタン、ポリイミド、ポリビニルアルコール、
フッ素樹脂、ポリオレフィン等の各種樹脂；酸化珪素、酸化アルミニウム、窒化珪素等の
無機酸化物；窒化膜等の誘電体；等が好ましく用いられ、特に、酸素や水分の透過率や吸
水率の小さな樹脂（ポリマー）が好ましい。有機ＥＬディスプレイ用に開発されているガ
スバリア性保護材料も上記保護層の材料として使用できる。保護層の層厚は、その目的に
応じて任意の層厚を選択できるが、通常１００ｎｍ～１ｍｍである。
【００６２】
　また、有機半導体層２が積層される基板６又は絶縁体層４に予め表面改質や表面処理を
行うことにより、薄膜トランジスタ素子１０Ａ～１０Ｆの特性を向上させることが可能で
ある。例えば、基板６の表面改質や表面処理によって基板６表面の親水性／疎水性の度合
いを調整することにより、その上に成膜される膜の膜質や成膜性を改良することができる
。特に、有機半導体材料は分子の配向など膜の状態によって特性が大きく変わることがあ
る。そのため、基板６や絶縁体層４への表面処理によって、基板６や絶縁体層４の上に形
成される有機半導体層２と基板６や絶縁体層４との界面部分の分子配向が制御されること
、また、基板６や絶縁体層４上のトラップ部位が低減されることにより、キャリア移動度
等の特性が改良されるものと考えられる。
【００６３】
　トラップ部位とは、未処理の基板６に存在する例えば水酸基のような官能基をさし、こ
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のような官能基が基板６に存在すると、電子が該官能基に引き寄せられ、この結果として
キャリア移動度が低下する。従って、基板６や絶縁体層４上のトラップ部位を低減するこ
とも、キャリア移動度等の特性改良には有効な場合が多い。
【００６４】
　上記のような特性改良のための表面処理としては、例えば、ヘキサメチルジシラザン、
オクチルトリクロロシラン、オクタデシルトリクロロシラン、オクチルホスホン酸、オク
タデシルホスホン酸、デシルチオール等による自己組織化単分子膜処理；ポリマーなどに
よる表面処理；塩酸や硫酸、酢酸等による酸処理；水酸化ナトリウム、水酸化カリウム、
水酸化カルシウム、アンモニア等によるアルカリ処理；オゾン処理；フッ素化処理；酸素
やアルゴン等のプラズマ処理；ラングミュア・ブロジェット膜を形成する処理；その他の
絶縁体や半導体の薄膜を形成する処理；機械的処理；コロナ放電などの電気的処理；繊維
等を利用したラビング処理；それらの組み合わせ等が挙げられる。
【００６５】
　これらの態様において、例えば、基板６、絶縁体層４、有機半導体層２等の各層を設け
る方法としては、例えば、真空蒸着法、スパッタ法、塗布法、印刷法、ゾルゲル法等が適
宜採用できる。
【００６６】
　次に、本発明に係る薄膜トランジスタ素子の製造方法について、図１（ｂ）に示す態様
例のトップコンタクト－ボトムゲート型薄膜トランジスタ素子１０Ｂを例として、図２に
基づき以下に説明する。この製造方法は、前記した他の態様の薄膜トランジスタ素子１０
Ａ，１０Ｃ～１０Ｆ等にも同様に適用しうるものである。
【００６７】
　（基板６及び基板６の処理）
　薄膜トランジスタ素子１０Ｂは、基板６上に必要な各種の層や電極を設けることで作製
される（図２（ａ）参照）。基板６としては、上記で説明したものが使用できる。この基
板６上に前述の表面処理などの処理を行うことも可能である。基板６の厚みは、必要な機
能を妨げない範囲で薄い方が好ましい。また、必要により、基板６に電極の機能を持たせ
るようにすることもできる。
【００６８】
　（ゲート電極５の形成）
　基板６上にゲート電極５を形成する（図２（ｂ）参照）。ゲート電極５の材料としては
、上記で説明したものが用いられる。ゲート電極５を成膜する方法としては、各種の方法
を用いることができ、例えば真空蒸着法、スパッタ法、塗布法、熱転写法、印刷法、ゾル
ゲル法等が採用される。成膜時又は成膜後、所望の形状になるよう必要に応じてパターニ
ングを行うのが好ましい。パターニングの方法としても、各種の方法を用いうるが、例え
ばフォトレジストのパターニングとエッチングとを組み合わせたフォトリソグラフィー法
等が挙げられる。また、シャドウマスクを用いた蒸着法；スパッタ方法；インクジェット
印刷法、スクリーン印刷法、オフセット印刷法、凸版印刷等の印刷法；マイクロコンタク
トプリンティング法等のソフトリソグラフィーの手法；これら手法を複数組み合わせた手
法等を利用して、パターニングすることも可能である。ゲート電極５の厚みは、材料によ
っても異なるが、通常０．１ｎｍ～１０μｍであり、好ましくは０．５ｎｍ～５μｍであ
り、より好ましくは１ｎｍ～３μｍである。また、ゲート電極５が基板６を兼ねるような
場合には、ゲート電極５の厚みが上記の厚みの範囲より大きくてもよい。
【００６９】
　（絶縁体層４の形成）
　次に、ゲート電極５上に絶縁体層４を形成する（図２（ｃ）参照）。絶縁体層４の材料
としては、上記で説明した材料が用いられる。絶縁体層４の形成方法としては、各種の方
法を用いうる。絶縁体層４の形成方法としては、例えば、スピンコーティング法、スプレ
ーコーティング法、ディップコーティング法、キャスト法、バーコート法、ブレードコー
ティング法などの塗布法；スクリーン印刷法、オフセット印刷法、インクジェット印刷法
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等の印刷法；真空蒸着法、分子線エピタキシャル成長法、イオンクラスタービーム法、イ
オンプレーティング法、スパッタリング法、大気圧プラズマ法、ＣＶＤ（化学気相成長）
法などのドライプロセス法が挙げられる。その他、ゾルゲル法や、熱酸化法などにより金
属（シリコン等の半金属を含む）上に金属の酸化物膜を形成する方法（アルミニウム上に
アルマイト膜を形成する方法、シリコン上に二酸化シリコン膜を形成する方法等）等が採
用される。なお、絶縁体層４と有機半導体層２とが接する部分においては、両層の界面で
半導体を構成する分子、例えば上記式（１）で表される有機化合物の分子を良好に配向さ
せるために、絶縁体層４に所定の表面処理を行うこともできる。表面処理の手法としては
、基板６の表面処理と同様の手法を用いることができる。絶縁体層４の層厚は、薄くする
ことでその電気容量を上げることで薄膜トランジスタ素子１０Ｂから取り出す電気量を増
やすことができるため、できるだけ薄いことが好ましい。このときに、絶縁体層４が薄い
膜になるとリーク電流が増えるため、絶縁体層４は、その機能を損なわない範囲内で薄い
方が好ましい。
【００７０】
　（有機半導体層２の形成）
　次に、絶縁体層４上に有機半導体層２を形成する（図２（ｄ）参照）。本発明の式（１
）で表される有機化合物を含む有機半導体材料は、有機半導体層２の形成に使用される。
有機半導体層２を形成するにあたっては、各種の方法を用いることができる。有機半導体
層２を形成する方法としては、具体的には、スパッタリング法、ＣＶＤ法、分子線エピタ
キシャル成長法、真空蒸着法等の真空プロセスによる形成方法；ディップコート法、ダイ
コーター法、ロールコーター法、バーコーター法、スピンコート法等の塗布法、インクジ
ェット印刷法、スクリーン印刷法、オフセット印刷法、マイクロコンタクト印刷法などの
溶液プロセスによる形成方法；などが挙げられる。
【００７１】
　まず、真空プロセスによって有機半導体材料を成膜し有機半導体層２を得る方法につい
て説明する。真空プロセスによる有機半導体材料の成膜方法としては、本発明の式（１）
で表される有機化合物を含む前記の有機半導体材料をルツボや金属のボート中で真空下、
加熱し、蒸発した有機半導体材料を、有機半導体層２がその上に形成される基板（基板６
、絶縁体層４、ソース電極１及びドレイン電極３などの基材）に付着（蒸着）させる方法
、すなわち真空蒸着法が好ましく採用される。この際、真空度は、通常１．０×１０－１

Ｐａ以下、好ましくは１．０×１０－３Ｐａ以下である。また、蒸着時の基板（基材）温
度（蒸着温度）によって、有機半導体層２の特性、ひいては薄膜トランジスタ素子１０Ｂ
の特性が変化する場合があるので、注意深く基板温度を選択するのが好ましい。蒸着時の
基板温度は、通常０～２５０℃であり、好ましくは５～２００℃であり、より好ましくは
１０～１８０℃であり、さらに好ましくは１５～１５０℃であり、特に好ましくは２０～
１３０℃である。
【００７２】
　また、蒸着速度は、通常０．００１ｎｍ／秒～１０ｎｍ／秒であり、好ましくは０．０
１ｎｍ／秒～１ｎｍ／秒である。
【００７３】
　なお、有機半導体層２を形成するための有機半導体材料を加熱、蒸発させ基板（基材）
に付着させる蒸着方法に代えて、その他の手法を用いてもよい。
【００７４】
　次いで、溶液プロセスによって有機半導体材料を成膜し有機半導体層２を得る方法につ
いて説明する。本発明の式（１）で表される有機化合物を溶剤等に溶解し、さらに必要で
あれば添加剤などを添加することによって作製した組成物（インク）を、基板（基材）表
面（絶縁体層４、ソース電極１、及びドレイン電極３の露出部の表面）に塗布する。塗布
の方法としては、キャスティング法、スピンコーティング法、ディップコーティング法、
ブレードコーティング法、ワイヤバーコーティング法、スプレーコーティング法等のコー
ティング法；インクジェット印刷法、スクリーン印刷法、オフセット印刷法、フレキソ印
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刷法、凸版印刷法等の印刷法；マイクロコンタクトプリンティング法等のソフトリソグラ
フィーの手法；これらの手法を複数組み合わせた方法等が挙げられる。
【００７５】
　さらに、塗布方法に類似した方法として水面上に上記のインクを滴下することにより作
製した有機半導体層の単分子膜を基板（基材）に移し積層するラングミュア－ブロジェッ
ト法、液晶や融液状態の材料を２枚の基板（基材）で挟んで毛管現象で基板（基材）間に
導入する方法等も採用できる。
【００７６】
　成膜時における基板（基材）や組成物の温度などの環境も重要で、基板（基材）や組成
物の温度によって薄膜トランジスタ素子１０Ｂの特性が変化する場合があるので、注意深
く基板及び組成物の温度を選択するのが好ましい。基板温度は、通常、０～２００℃であ
り、好ましくは１０～１２０℃であり、より好ましくは１５～１００℃である。基板温度
の選択は、用いる組成物中の溶剤などに大きく依存するため、注意が必要である。
【００７７】
　この方法により作製される有機半導体層２の層厚は、その機能を損なわない範囲で、薄
い方が好ましい。有機半導体層２の層厚が厚くなると、漏れ電流が大きくなる懸念がある
。有機半導体層２の層厚は、通常１ｎｍ～１μｍ、好ましくは５ｎｍ～５００ｎｍ、より
好ましくは１０ｎｍ～３００ｎｍである。
【００７８】
　このように形成された有機半導体層２（図２（ｄ）参照）は、後処理によりさらに特性
を改良することが可能である。例えば、熱処理により、成膜時に生じた有機半導体層２中
の歪みが緩和されること、有機半導体層２中のピンホール等が低減されること、有機半導
体層２中の配列・配向が制御できる等の理由により、有機半導体層２の有機半導体特性の
向上や安定化を図ることができる。本発明の一形態に係る薄膜トランジスタ素子１０Ｂの
作製時には、この熱処理を行うことが薄膜トランジスタ素子１０Ｂの特性の向上のために
は効果的である。当該熱処理は、有機半導体層２を形成した後に基板（基材）を加熱する
ことによって行う。熱処理の温度は、特に制限は無いが、通常、室温から２００℃程度、
好ましくは４０～１５０℃、より好ましくは４５～１２０℃である。このときの熱処理時
間は、特に制限は無いが、通常１０秒から２４時間、好ましくは３０秒から３時間程度で
ある。熱処理のときの雰囲気は、大気中でもよいが、窒素やアルゴンなどの不活性雰囲気
下でもよい。その他の後処理として、溶媒蒸気による有機半導体層２の形状の制御などが
可能である。
【００７９】
　また、その他の有機半導体層２の後処理方法として、酸素や水素等の酸化性あるいは還
元性の気体や、酸化性あるいは還元性の液体などを用いて処理することにより、酸化ある
いは還元による特性変化を誘起することもできる。これは、例えば膜中のキャリア密度の
増加あるいは減少の目的で利用することができる。
【００８０】
　また、ドーピングと呼ばれる手法において、微量の元素、原子団、分子、又は高分子を
有機半導体層２に加えることにより、有機半導体層２の特性を変化させることができる。
例えば、酸素、水素、塩酸、硫酸、スルホン酸等の酸；ＰＦ５、ＡｓＦ５、ＦｅＣｌ３等
のルイス酸；ヨウ素等のハロゲン原子；ナトリウム、カリウム等の金属原子；ＴＣＮＱや
フラーレン等のアクセプター化合物を有機半導体層２にドーピングすることができる。こ
れらによる有機半導体層２のドーピングは、これらのガスを有機半導体層２に接触させた
り、これらの溶液に有機半導体層２を浸したり、これらによる電気化学的なドーピング処
理を有機半導体層２にしたりすることにより、達成できる。これらのドーピングに使用す
る材料は、有機半導体層２の作製後に添加しなくてもよく、本発明の式（１）で表される
有機化合物の合成時に添加したり、組成物（インク）を用いて有機半導体層２を作製する
溶液プロセスを用いる場合に組成物（インク）に添加したり、有機半導体層２を形成する
工程段階などで添加したりすることもできる。また、蒸着によって有機半導体層２を形成
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する場合には、蒸着時に有機半導体層２を形成する材料にドーピングに用いる材料を添加
して共蒸着したり、有機半導体層２を作製する時の周囲の雰囲気に混合（ドーピングに用
いる材料を存在させた環境下で有機半導体層２を作製）したり、ドーピング用のイオンを
真空中で加速して有機半導体層２に衝突させてドーピングしたりすることも可能である。
【００８１】
　これらのドーピングの効果としては、キャリア密度の増加又は減少による電気伝導度の
変化、キャリアの極性の変化（ｐ型、ｎ型）、フェルミ準位の変化等が挙げられる。
【００８２】
　（ソース電極１及びドレイン電極３の形成）
　次に、有機半導体層２上にソース電極１及びドレイン電極３を形成する（図２（ｅ）参
照）。ソース電極１及びドレイン電極３の形成等の工程は、ゲート電極５の場合に準じて
行うことができる。また、ソース電極１及びドレイン電極３においては、有機半導体層２
との接触抵抗を低減するために、各種添加剤などを用いることが可能である。
【００８３】
　（保護層７の形成）
　次に、必要に応じて有機半導体層２上に保護層７を形成する（図２（ｆ）参照）。有機
半導体層２上に保護層７を形成すると、外気の影響を最小限にでき、また、有機薄膜トラ
ンジスタ素子１０Ｂの電気的特性を安定化できるという利点がある。保護層７の材料とし
ては、前記のものが使用される。保護層７の層厚は、その目的に応じて任意の層厚を採用
できるが、通常１００ｎｍ～１ｍｍである。
【００８４】
　保護層７を形成するための成膜方法としては、各種の方法を採用しうるが、保護層が樹
脂からなる場合には、例えば、樹脂溶液を塗布後に乾燥させて樹脂膜とする方法；樹脂モ
ノマーを塗布又は蒸着した後に重合することによって樹脂膜とする方法；などが挙げられ
る。樹脂膜の成膜後に架橋処理を行ってもよい。保護層７が無機物からなる場合には、例
えば、スパッタリング法、蒸着法等の真空プロセスでの形成方法や、ゾルゲル法等の溶液
プロセスでの形成方法も保護層７の形成に用いることができる。
【００８５】
　薄膜トランジスタ素子１０Ｂにおいては、有機半導体層２上の他、各層の間にも必要に
応じて保護層を設けることができる。それらの位置に設けられた保護層は、薄膜トランジ
スタ素子１０Ｂの電気的特性の安定化に役立つ場合がある。
【００８６】
　薄膜トランジスタ素子１０Ｂは、有機半導体材料として式（１）で表される有機化合物
を用いているため、比較的低温プロセスで製造することができる。従って、高温にさらさ
れる条件下では使用できなかったプラスチック板、プラスチックフィルム等のフレキシブ
ルな材質の基板も基板６として用いることができる。その結果、軽量で柔軟性に優れた壊
れにくい薄膜トランジスタ素子の製造が可能になり、ディスプレイのアクティブマトリク
スのスイッチング素子等として薄膜トランジスタ素子を利用することができる。
【００８７】
　（電極上の自己組織化単分子膜の形成）
　薄膜トランジスタ素子１０Ａのように、ソース電極１及びドレイン電極３の上に有機半
導体層２を形成する場合、ソース電極１及びドレイン電極３をあらかじめ表面処理するこ
とができる。このような表面処理は、移動度や閾値電圧等の特性改良には有効な場合が多
い。
【００８８】
　上記のような特性改良のための表面処理としては、ベンゼンチオール、ペンタフルオロ
ベンゼンチオール、アルカンチオール等のチオール誘導体による自己組織化単分子膜処理
が挙げられる。
【００８９】
　本発明の薄膜トランジスタ素子は、メモリー回路、信号ドライバー回路、信号処理回路
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などの、デジタル又はアナログの回路を構成する素子として利用できる。さらにこれら回
路を組み合わせることにより、ディスプレイ、ＩＣカードやＩＣタグ等の作製が可能とな
る。さらに、本発明の薄膜トランジスタ素子は、化学物質等の外部刺激によりその特性に
変化を起こすことができるので、ＦＥＴ（電界効果トランジスタ）センサーとしての利用
も可能である。
【００９０】
　〔有機ＥＬ素子〕
　次に、有機ＥＬ素子について説明する。
　有機ＥＬ素子は、固体で自己発光型の大面積カラー表示や照明などの用途に利用できる
ことが注目され、数多くの開発がなされている。有機ＥＬ素子の構成としては、陰極と陽
極とからなる対向電極の間に、発光層及び電荷輸送層の２層を有する構造のもの；対向電
極の間に、積層された電子輸送層、発光層、及び正孔輸送層の３層を有する構造のもの；
対向電極の間に、３層以上の層を有する構造のもの；等が知られており、また、発光層が
単層であるもの等も知られている。
【００９１】
　ここで、上記正孔輸送層は、正孔を陽極から注入させ、正孔を発光層へ輸送し、発光層
への正孔の注入を容易にする機能と、電子をブロックする機能とを有する。また、上記電
子輸送層は、電子を陰極から注入させ、電子を発光層へ輸送し、発光層への電子の注入を
容易にする機能と、正孔をブロックする機能とを有する。さらに、上記発光層においては
、それぞれ注入された電子と正孔とが再結合することにより励起子が生じ、その励起子が
放射失活する過程で放射されるエネルギーが発光として検出される。
　以下に、有機ＥＬ素子の好ましい態様を記載する。
【００９２】
　有機ＥＬ素子は、陽極と陰極との間に、１層または複数層の有機薄膜が形成された、電
気エネルギーにより発光する素子である。
　有機ＥＬ素子において使用されうる陽極は、正孔を、正孔注入層、正孔輸送層、及び発
光層に注入する機能を有する電極である。陽極の材料としては、一般的に、仕事関数が４
．５ｅＶ以上の、金属酸化物、金属、合金、導電性材料などが適している。陽極の材料と
しては、具体的には、特に限定されるものでないが、酸化錫（ＮＥＳＡ）、酸化インジウ
ム、酸化錫インジウム（ＩＴＯ）、酸化亜鉛インジウム（ＩＺＯ）などの導電性金属酸化
物；金、銀、白金、クロム、アルミニウム、鉄、コバルト、ニッケル、タングステンなど
の金属；ヨウ化銅、硫化銅などの無機導電性物質；ポリチオフェン、ポリピロール、ポリ
アニリンなどの導電性ポリマー；炭素などが挙げられる。それらの中でも、ＩＴＯやＮＥ
ＳＡを陽極の材料として用いることが好ましい。
【００９３】
　陽極は、必要であれば、複数の材料を用いて構成してもよく、また２層以上で構成して
もよい。陽極の抵抗は、有機ＥＬ素子の発光に十分な電流を供給できるものであれば限定
されないが、有機ＥＬ素子の消費電力の観点からは低抵抗であることが好ましい。例えば
シート抵抗値が３００Ω／□以下の導電性基板（例えばＩＴＯ基板）であれば有機ＥＬ素
子の陽極として機能するが、シート抵抗値が数Ω／□程度の導電性基板の供給も可能にな
っていることから、低抵抗で、かつ透過率の高い導電性基板を陽極として使用することが
望ましい。ＩＴＯ基板等の陽極の厚みは、抵抗値に合わせて任意に選択することができる
が、通常５～１０００ｎｍ、好ましくは１０～５００ｎｍである。ＩＴＯなどの陽極材料
を成膜する方法としては、蒸着法、電子線ビーム法、スパッタリング法、化学反応法、塗
布法などが挙げられる。
【００９４】
　有機ＥＬ素子において使用されうる陰極は、電子を電子注入層、電子輸送層、及び発光
層に注入する機能を有する電極である。陰極の材料としては、一般的に、仕事関数の小さ
い（おおよそ４ｅＶ以下である）金属や合金が適している。陰極に使用されうる金属とし
ては、具体的には、特に限定されないが、白金、金、銀、銅、鉄、錫、亜鉛、アルミニウ
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ム、インジウム、クロム、リチウム、ナトリウム、カリウム、カルシウム、マグネシウム
などが挙げられる。電子注入効率を上げて有機ＥＬ素子の特性を向上させるためには、リ
チウム、ナトリウム、カリウム、カルシウム、及びマグネシウムが好ましい。合金を使用
した陰極としては、これら低仕事関数の金属とアルミニウムもしくは銀等の金属との合金
からなる電極、又は、これら低仕事関数の金属とアルミニウムもしくは銀等の金属とを積
層した構造の電極等が使用できる。積層構造の陰極には、フッ化リチウムのような無機塩
の使用も可能である。また、陽極側でなく陰極側へ発光を取り出す場合は、できるだけ低
温で製膜可能なＩＴＯなどの透明電極を陰極に使用することもできる。陰極の形成方法と
しては、蒸着法、電子線ビーム法、スパッタリング法、化学反応法、塗布法などが挙げら
れるが、特に制限されるものではない。陰極の抵抗は、有機ＥＬ素子の発光に十分な電流
を供給できるものであれば限定されないが、有機ＥＬ素子の消費電力の観点からは低抵抗
であることが好ましく、数１００～数Ω／□程度が好ましい。陰極の厚みは、通常５～１
０００ｎｍ、好ましくは１０～５００ｎｍの範囲内である。
【００９５】
　さらに、封止及び保護のために、保護用材料で陰極を保護し、脱水剤と共に封止するこ
とができる。上記保護用材料としては、例えば、酸化チタン、窒化ケイ素、酸化珪素、窒
化酸化ケイ素、酸化ゲルマニウムなどの、酸化物、窒化物、又はそれらの混合物；ポリビ
ニルアルコール、ポリ塩化ビニル、炭化水素系高分子、フッ素系高分子などの高分子など
が挙げられる。上記脱水剤としては、例えば、酸化バリウム、五酸化リン、酸化カルシウ
ムなどが挙げられる。
【００９６】
　また、有機ＥＬ素子から発光を取り出すために、一般的には、有機ＥＬ素子の発光波長
領域で十分に透明性を有する基板上に電極（陽極、陰極）を作製することが好ましい。そ
のような透明性の基板としては、ガラス基板やポリマー基板などが挙げられる。上記ガラ
ス基板は、機械的・熱的強度を保つのに十分な厚みを有していればよく、０．５ｍｍ以上
の厚みを有することが好ましい。上記ガラス基板を構成するガラスとしては、ソーダライ
ムガラス、無アルカリガラス、石英などが用いられる。上記ガラスは、ガラスからの溶出
イオンが少ない方がよく、無アルカリガラスであることが好ましい。このようなガラスと
して、ＳｉＯ２などのバリアコートを施したソーダライムガラスが市販されているので、
これを使用することもできる。また、ポリマー基板を構成するポリマーとしては、ポリカ
ーボネート、ポリプロピレン、ポリエーテルスルホン、ポリエーテルイミド、ポリエチレ
ンテレフタレート、ポリエチレンナフタレート、ポリイミド、ポリアミド、アクリル樹脂
などが挙げられる。
【００９７】
　有機ＥＬ素子の有機薄膜は、陽極と陰極との間に、１層又は複数の層として形成されて
いる。その有機薄膜に式（１）で表される有機化合物を含有させることにより、電気エネ
ルギーにより発光する本発明の有機ＥＬ素子が得られる。
　有機薄膜を形成する１層又は複数の層の「層」とは、正孔輸送層、電子輸送層、正孔輸
送性発光層、電子輸送性発光層、正孔阻止層、電子阻止層、正孔注入層、電子注入層、発
光層、又は、下記構成例９）に示すようにこれらの層が有する機能を併せ持つ単一の層を
意味する。本発明における有機薄膜を形成する層の構成としては、以下の構成例１）から
９）が挙げられ、いずれの構成であってもよい。
【００９８】
構成例
１）正孔輸送層／電子輸送性発光層。
２）正孔輸送層／発光層／電子輸送層。
３）正孔輸送性発光層／電子輸送層。
４）正孔輸送層／発光層／正孔阻止層。
５）正孔輸送層／発光層／正孔阻止層／電子輸送層。
６）正孔輸送性発光層／正孔阻止層／電子輸送層。
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７）前記１）から６）の組み合わせのそれぞれにおいて、正孔輸送層もしくは正孔輸送性
発光層の前に正孔注入層をさらにもう一層付与した構成。
８）前記１）から７）の組み合わせのそれぞれにおいて、電子輸送層もしくは電子輸送性
発光層の前に電子注入層をさらにもう一層付与した構成。
９）前記１）から８）の組み合わせにおいて使用する材料をそれぞれ混合し、この混合し
た材料を含有する一層のみを有する構成。
　なお、前記９）は、一般にバイポーラー性の発光材料と言われる材料で形成される単一
の層；又は、発光材料と正孔輸送材料又は電子輸送材料とを含む層を一層設けるだけでも
よい。一般的に、多層構造とすることで、電荷、すなわち正孔及び／又は電子を効率良く
輸送し、これらの電荷を再結合させることができる。また、一般的に、多層構造とするこ
とで、電荷のクエンチングなどが抑えられることにより、有機ＥＬ素子の安定性の低下を
防ぎ、発光の効率を向上させることができる。
【００９９】
　正孔注入層及び正孔輸送層は、一種類の正孔輸送材料単独で形成されるか、あるいは二
種類以上の正孔輸送材料を混合又は積層することにより形成される。上記正孔輸送材料と
しては、Ｎ，Ｎ’－ジフェニル－Ｎ，Ｎ’－ジ（３－メチルフェニル）－４，４’－ジフ
ェニル－１，１’－ジアミン、Ｎ，Ｎ’－ジナフチル－Ｎ，Ｎ’－ジフェニル－４，４’
－ジフェニル－１，１’－ジアミンなどのトリフェニルアミン類、ビス（Ｎ－アリルカル
バゾール）、ビス（Ｎ－アルキルカルバゾール）類、ピラゾリン誘導体、スチルベン系化
合物、ヒドラゾン系化合物、トリアゾール誘導体、オキサジアゾール誘導体、及びポルフ
ィリン誘導体に代表される複素環化合物；前記複素環化合物を側鎖に有するポリカーボネ
ート、スチレン誘導体、ポリビニルカルバゾール、ポリシランなどのポリマー系が好まし
く使用できる。上記正孔輸送材料は、有機ＥＬ素子の作製に必要な薄膜を形成し、陽極か
ら正孔が注入できて、さらに正孔を輸送できる物質であれば、特に限定されるものではな
い。正孔注入性を向上するための、正孔輸送層と陽極との間に設ける正孔注入層としては
、フタロシアニン誘導体；ｍ－ＭＴＤＡＴＡ（４，４’，４''－トリス［フェニル（ｍ－
トリル）アミノ］トリフェニルアミン）等のスターバーストアミン類；ＰＥＤＯＴ（ポリ
（３，４－エチレンジオキシチオフェン））等のポリチオフェン、ポリビニルカルバゾー
ル誘導体等の高分子等を使用して作製されたものが挙げられる。
【０１００】
　電子注入層及び電子輸送層は、電子輸送材料単独で形成されるか、あるいは二種類以上
の電子輸送材料を積層することにより形成される。上記電子輸送材料としては、電界を与
えられた電極（陽極及び陰極）間において陰極から注入された電子を効率良く輸送するこ
とが必要である。電子輸送材料は、電子注入効率が高く、注入された電子を効率良く輸送
することが好ましい。そのためには、電子輸送材料は、電子親和力が大きく、しかも電子
移動度が大きく、さらに安定性に優れ、トラップとなる不純物が製造時および使用時に発
生しにくい物質であることが要求される。このような条件を満たす電子輸送材料として、
トリス（８－キノリノラト）アルミニウム錯体に代表されるキノリノール誘導体金属錯体
、トロボロン金属錯体、ペリレン誘導体、ペリノン誘導体、ナフタルイミド誘導体、ナフ
タル酸誘導体、オキサゾール誘導体、オキサジアゾール誘導体、チアゾール誘導体、チア
ジアゾール誘導体、トリアゾール誘導体、ビススチリル誘導体、ピラジン誘導体、フェナ
ントロリン誘導体、ベンゾオキサゾール誘導体、キノキサリン誘導体などが挙げられるが
、特に限定されるものではない。これらの電子輸送材料は、単独で使用することができる
が、異なる複数の電子輸送材料を積層又は混合して使用することもできる。電子注入性を
向上するための、電子輸送層と陰極との間に設けられる電子注入層としては、セシウム、
リチウム、ストロンチウムなどの金属や、フッ化リチウムなどが挙げられる。
【０１０１】
　上記正孔阻止層は、一種類の正孔阻止性物質単独で形成されるか、あるいは二種類以上
の正孔阻止性物質を積層又は混合することにより形成される。上記正孔阻止性物質として
は、バソフェナントロリン、バソキュプロイン等のフェナントロリン誘導体、シロール誘
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導体、キノリノール誘導体金属錯体、オキサジアゾール誘導体、オキサゾール誘導体など
が好ましい。ただし、上記正孔阻止性物質は、正孔が陰極側から素子外部に流れ出てしま
い発光効率が低下するのを阻止することができる化合物であれば、特に限定されるもので
はない。
【０１０２】
　発光層とは、発光する有機薄膜の意味であり、例えば、強い発光性を有する、正孔輸送
層（正孔輸送性発光層）、電子輸送層（電子輸送性発光層）、又はバイポーラー輸送層で
ある。発光層は、発光材料（ホスト材料、ドーパント材料など）により形成されていれば
よく、ホスト材料とドーパント材料との混合物であっても、ホスト材料単独であってもよ
い。ホスト材料及びドーパント材料のそれぞれは、一種類の材料であっても、複数種類の
材料の組み合わせであってもよい。
【０１０３】
　上記ドーパント材料は、ホスト材料の全体に含まれていても、部分的に含まれていても
、いずれであってもよい。ドーパント材料は積層されていても、分散されていても、いず
れであってもよい。発光層として、例えば、前述の正孔輸送層や電子輸送層が挙げられる
。発光層に使用される材料としては、カルバゾール誘導体、アントラセン誘導体、ナフタ
レン誘導体、フェナントレン誘導体、フェニルブタジエン誘導体、スチリル誘導体、ピレ
ン誘導体、ペリレン誘導体、キノリン誘導体、テトラセン誘導体、ペリレン誘導体、キナ
クリドン誘導体、クマリン誘導体、ポルフィリン誘導体、燐光性金属錯体（Ｉｒ錯体、Ｐ
ｔ錯体、Ｅｕ錯体など）などが挙げられる。
【０１０４】
　有機ＥＬ素子における有機薄膜の各層の形成方法としては、一般的に、真空プロセスで
ある、抵抗加熱蒸着法、電子ビーム蒸着法、スパッタリング法、分子積層法；溶液プロセ
スである、キャスティング法、スピンコーティング法、ディップコーティング法、ブレー
ドコーティング法、ワイヤバーコーティング法、スプレーコーティング法等のコーティン
グ法；溶液プロセスである、インクジェット印刷法、スクリーン印刷法、オフセット印刷
法、凸版印刷法等の印刷法；溶液プロセスであるマイクロコンタクトプリンティング法等
のソフトリソグラフィーの手法；これらの手法を複数組み合わせた方法等が挙げられる。
有機薄膜の各層の厚みは、構成物質の抵抗値や電荷移動度にもよるので限定することはで
きないが、０．１～５００ｎｍの間から選ばれる。有機薄膜の各層の厚みは、好ましくは
０．５～３００ｎｍ、より好ましくは１～１００ｎｍである。
【０１０５】
　本発明における有機ＥＬ素子が有する有機薄膜のうち、陽極と陰極との間に存在する、
発光層、正孔輸送層、電子輸送層などの有機薄膜の１層又は複数層に式（１）で表される
有機化合物を含有させることにより、低電気エネルギーでも効率良く発光する有機ＥＬ素
子が得られる。
【０１０６】
　式（１）で表される有機化合物を含む層は、陽極と陰極との間に１層または複数層形成
することができる。式（１）で表される有機化合物を使用する部位に特に制限は無いが、
正孔輸送層や発光層の構成材料として、また、ドーパント材料と組み合わせたホスト材料
として好適に使用できる。
【０１０７】
　式（１）で表される有機化合物は、正孔輸送層や発光層の材料として好適に用いること
ができる。式（１）で表される有機化合物は、例えば前述した電子輸送材料又は正孔輸送
材料、発光材料などの他の材料と組み合わせて使用したり、それらの他の材料と混合して
使用したりすることができる。
【０１０８】
　式（１）で表される有機化合物をドーパント材料と組み合わせてホスト材料として用い
るときの、ドーパント材料としては、特に限定されるものではなく、具体的には例えば、
ビス（ジイソプロピルフェニル）ペリレンテトラカルボン酸イミドなどのべリレン誘導体
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、ペリノン誘導体、４－（ジシアノメチレン）－２－メチル－６－（ｐ－ジメチルアミノ
スチリル）－４Ｈ－ピラン（ＤＣＭ）やその類縁体、マグネシウムフタロシアニンやアル
ミニウムクロロフタロシアニンなどの金属フタロシアニン誘導体、ローダミン化合物、デ
アザフラビン誘導体、クマリン誘導体、オキサジン化合物、スクアリリウム化合物、ビオ
ラントロン化合物、ナイルレッド、５－シアノピロメテン－ＢＦ４錯体等のピロメテン誘
導体などを用いることができる。また、燐光材料として、アセチルアセトンやベンゾイル
アセトン、フェナントロリンなどを配位子とするＥｕ錯体や、Ｉｒ錯体、Ｒｕ錯体、Ｐｔ
錯体、Ｏｓ錯体などのポルフィリン、オルトメタル金属錯体をドーパント材料として使用
することもできる。また、２種類のドーパント材料を混合して使用する場合には、ルブレ
ンのようなアシストドーパントを用いてホスト材料（ホスト色素）からのエネルギーを効
率良く移動して色純度の向上した発光を得ることも可能である。いずれの場合にも、高輝
度特性を得るためには、蛍光量子収率が高いものをドーピングすることが好ましい。
【０１０９】
　ドーパント材料は、使用量が多すぎると濃度消光現象が起きるため、通常ホスト材料に
対して３０質量％以下で用いられる。ドーパント材料の使用量は、好ましくはホスト材料
に対して２０質量％以下であり、より好ましくはホスト材料に対して１０質量％以下であ
る。発光層におけるドーパント材料をホスト材料にドーピングする方法としては、ドーパ
ント材料とホスト材料との共蒸着法によって発光層を形成する方法を用いることができる
が、ドーパント材料をホスト材料と予め混合してから同時に蒸着する方法を用いてもよい
。また、ドーパント材料をホスト材料にサンドイッチ状に挟んで使用することも可能であ
る。この場合、ドーパント材料を一層又は二層以上のドーパント層として、ホスト材料と
積層してもよい。
【０１１０】
　これらのドーパント層の各層は、単独のドーパント材料で形成してもよく、そのドーパ
ント材料をホスト材料等と混合して使用してもよい。また、ドーパント材料を、高分子結
着剤に溶解又は分散させて用いることも可能である。上記高分子結着剤としては、例えば
、ポリ塩化ビニル、ポリカーボネート、ポリスチレン、ポリスチレンスルホン酸、ポリ（
Ｎ－ビニルカルバゾール）、ポリ（メチル）（メタ）アタリレート、ポリブチルメタクリ
レート、ポリエステル、ポリスルフォン、ポリフェニレンオキサイド、ポリブタジエン、
炭化水素樹脂、ケトン樹脂、フェノキシ樹脂、ポリサルフォン、ポリアミド、エチルセル
ロース、酢酸ビニル、ＡＢＳ樹脂（アクリロニトリル－ブタジエン－スチレン樹脂）、ポ
リウレタン樹脂などの溶剤可溶性樹脂；フェノール樹脂、キシレン樹脂、石油樹脂、ユリ
ア樹脂、メラミン樹脂、不飽和ポリエステル樹脂、アルキド樹脂、エポキシ樹脂、シリコ
ーン樹脂などの硬化性樹脂が挙げられる。
【０１１１】
　有機ＥＬ素子は、フラットパネルディスプレイとして好適に使用することができる。ま
た、有機ＥＬ素子は、フラットバックライトとしても用いることができ、この場合、有色
光を発する有機ＥＬ素子でも白色光を発する有機ＥＬ素子でもフラットバックライトとし
て使用できる。バックライトは、主に自発光しない表示装置の視認性を向上させる目的に
使用され、液晶表示装置、時計、オーディオ機器、自動車パネル、表示板、標識などに使
用される。特に、液晶表示装置、中でも薄型化が課題となっているパソコン用途のための
液晶表示装置のバックライトにおいて、従来のバックライトは蛍光灯や導光板からなって
いるため薄型化が困難であったが、本発明の有機ＥＬ素子を用いたバックライトは薄型及
び軽量が特徴であるために上記問題点を解消できる。同様に、本発明の有機ＥＬ素子は、
照明にも有用に用いることができる。
【０１１２】
　本発明の式（１）で表される有機化合物を用いると、発光効率が高く、寿命が長い有機
ＥＬ表示装置（有機ＥＬ素子を用いた表示装置）を得ることができる。さらに、上記有機
ＥＬ表示装置を本発明の薄膜トランジスタ素子と組み合わせることで、印加電圧のオンオ
フ現象を電気的に高精度に制御した有機ＥＬ表示装置を低コストで供給することが可能と
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なる。
【０１１３】
　〔有機発光トランジスタ素子〕
　次に、有機発光トランジスタ素子について説明する。式（１）で表される有機化合物は
、有機発光トランジスタ素子にも用いることができる。薄膜トランジスタ素子と有機エレ
クトロルミネッセンス素子とを融合した有機発光トランジスタ素子は、ディスプレイにお
ける駆動回路と発光部分とが一体化した構造をもち、駆動トランジスタ回路の占有面積を
低減することができ、表示部の開口率を挙げることができる。つまり部品点数の低減が可
能で作製プロセスが単純になることで、さらにコストの安いディスプレイが得られること
になる。原理的には薄膜トランジスタ素子のソース電極及びドレイン電極から、それぞれ
電子・正孔を有機発光材料中に同時に注入し、再結合させることにより発光させる。発光
量の調整はゲート電極からの電界によって制御することになる。
【０１１４】
　有機発光トランジスタ素子の構造は、薄膜トランジスタ素子の項で述べたものと同様で
よく、その場合の有機半導体層には、薄膜トランジスタ素子用の材料に代えて発光トラン
ジスタ素子用の材料を用いることができる。有機発光トランジスタ素子は、有機半導体層
に使用する有機半導体材料の特性に応じて適宜使用する材料やプロセスを選択することが
でき、光を外部に取り出すための構成であることが望ましい。通常の薄膜トランジスタ素
子では、電子又は正孔の片方だけを注入するのみでよいが、有機発光トランジスタ素子の
場合には、有機半導体層中での電子と正孔との結合により発光するため、電極から効果的
な電荷の注入・結合・発光を促す構造であることが好ましい。
【０１１５】
　〔有機光電変換素子〕
　本発明の式（１）で表される有機化合物は、その半導体特性を利用することにより、有
機光電変換素子の構成材料としての利用が可能である。有機光電変換素子としては、固体
撮像素子であるイメージセンサとして、動画や静止画等の映像信号をデジタル信号へ変換
する機能を有する電荷結合素子（ＣＣＤ）等が挙げられる。本発明の式（１）で表される
有機化合物を用いた有機光電変換素子は、より安価、大面積化加工性、有機物固有のフレ
キシブル機能性等の利点を有することが期待される。
【０１１６】
　〔有機太陽電池素子〕
　本発明の式（１）で表される有機化合物を用いて、フレキシブルで低コストの、有機太
陽電池素子を簡便に作製することができる。すなわち、有機太陽電池素子は、固体素子で
あるため、柔軟性や寿命向上の点で有利であることが特長である、従来は導電性ポリマー
やフラーレンなどを組み合わせた有機薄膜半導体を用いる太陽電池の開発が主流であった
が、発電変換効率が問題となっている。
【０１１７】
　一般に有機太陽電池素子の構成は、シリコン系の太陽電池と同様に、発電を行う層（発
電層）を陽極と陰極とではさみ、光を吸収することで発生した正孔と電子を各電極で受け
取ることで太陽電池として機能する。その発電層は、ｐ型のドナー材料と、ｎ型のアクセ
プター材料と、バッファー層などのその他の材料とで構成されており、発電層の材料に有
機材料が用いられている太陽電池を有機太陽電池素子という。
【０１１８】
　有機太陽電池素子の構造としては、ショットキー接合、ヘテロ接合、バルクヘテロ接合
、ナノ構造接合、ハイブリッドなどが挙げられる。有機太陽電池素子は、各材料が効率的
に入射光を吸収し、電荷を発生させ、発生した電荷（正孔と電子）を分離・輸送・収集す
ることで太陽電池として機能する。なお、一般的な有機太陽電池素子の構造である、ヘテ
ロ接合素子の一例の構造を図３に示した。
【０１１９】
　図３に示す有機太陽電池素子２０は、基板２１と、基板２１の上面上に形成された陽極
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２２と、陽極２２の上面上に形成された発電層２３と、発電層２３の上面上に形成された
陰極２４とを備えており、発電層２３が、陽極２２の上面上に形成されたｐ型のドナー材
料からなるｐ型層２３１と、ｐ型層２３１の上面上に形成されたｎ型のアクセプター材料
からなるｎ型層２３２と、ｎ型層２３２の上面上に形成されたバッファー層２３３とで構
成されている。
【０１２０】
　次に、有機太陽電池素子の構成要素について説明する。
　有機太陽電池素子における陽極及び陰極は、先に述べた有機ＥＬ素子と同様である。陽
極及び陰極は、光を効率的に取り込む必要があるため、発電層の吸収波長領域で透明性を
有する電極とすることが望ましい。また、良好な太陽電池特性を有するためには、陽極及
び陰極は、シート抵抗が２０Ω／□以下であり、かつ光の透過率が８５％以上であること
が好ましい。
【０１２１】
　有機太陽電池素子における発電層は、少なくとも本発明の式（１）で表される有機化合
物を含有する有機薄膜の１層又は複数層から形成されている。有機太陽電池素子は、先に
示した構造をとることが可能であるが、基本的に、ｐ型のドナー材料及びｎ型のアクセプ
ター材料並びにバッファー層で構成されている。
【０１２２】
　ｐ型のドナー材料としては、基本的に有機ＥＬ素子の項で述べた正孔注入層及び正孔輸
送層の材料と同様に、正孔を輸送できる化合物；ポリパラフェニレンビニレン誘導体、ポ
リチオフェン誘導体、ポリフルオレン誘導体、ポリアニリン誘導体等のπ共役型ポリマー
；カルバゾールやその他複素環を側鎖に持つポリマー等が挙げられる。また、ｐ型のドナ
ー材料として、ペンタセン誘導体、ルブレン誘導体、ポルフィリン誘導体、フタロシアニ
ン誘導体、インジゴ誘導体、キナクリドン誘導体、メロシアニン誘導体、シアニン誘導体
、スクアリウム誘導体、ベンゾキノン誘導体などの低分子化合物も挙げられる。
【０１２３】
　ｎ型のアクセプター材料としては、基本的に有機ＥＬ素子の項で述べた電子輸送層と同
様に、電子を輸送できる化合物；ピリジン及びその誘導体を骨格にもつオリゴマーやポリ
マー、キノリンおよびその誘導体を骨格にもつオリゴマーやポリマー、ベンゾフェナンス
ロリン類及びその誘導体を持つポリマー；シアノポリフェニレンビニレン（ＣＮ－ＰＰＶ
）及びその誘導体などの高分子材料；フッ素化フタロシアニン誘導体、ペリレン誘導体、
ナフタレン誘導体、バソキュプロイン誘導体、フラーレン（Ｃ６０やＣ７０など）及びそ
の誘導体（例えば、ＰＣＢＭ（フェニルＣ６１酪酸メチルエステル））などの低分子材料
が挙げられる。
　ｐ型のドナー材料及びｎ型のアクセプター材料としては、それぞれ、光を効率的に吸収
し、電荷を発生させる材料が好ましく、吸光係数が高い材料が好ましい。
【０１２４】
　本発明の式（１）の有機化合物は、特にｐ型のドナー材料として好適に用いることがで
きる。有機太陽電池の発電層用の有機薄膜の形成方法は、先述の有機ＥＬ素子の項で述べ
た方法と同様でよい。有機薄膜の膜厚は、太陽電池の構成によっても異なるが、光を十分
に吸収するため及び短絡を防ぐためには厚い方が良いが、発生した電荷を輸送する距離が
短い方が良いために薄い方が適している。一般的には、発電層としての有機薄膜の膜厚は
、１０～５００ｎｍ程度であることが好ましい。
【０１２５】
　〔有機半導体レーザー素子〕
　本発明の式（１）で表される有機化合物は、半導体特性を有する有機化合物であること
から、有機半導体レーザー素子としての利用が期待される。
　すなわち、本発明の式（１）で表される有機化合物を含有する有機半導体素子に共振器
構造を組み込み、効率的にキャリアを注入して励起状態の密度を十分に高めることができ
れば、光が増幅されレーザー発振に至る事が期待される。従来、光励起によるレーザー発
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振が観測されるのみで、電気励起によるレーザー発振に必要とされる、高密度のキャリア
を有機半導体素子に注入し、高密度の励起状態を発生させるのは非常に困難と提唱されて
いるが、本発明の式（１）で表される有機化合物を含有する有機半導体素子を用いること
で、高効率な発光（電界発光）が起こる可能性が期待される。
【実施例】
【０１２６】
　以下、実施例により本発明を更に詳細に説明するが、本発明はこれらの例に限定される
ものではない。実施例中、Ｍはモル濃度を表し、化合物の式番号は、上記の具体的に記載
した化合物の式番号にそれぞれ対応する。また、反応温度は、特に断りのない限り反応系
内の内温を記載した。
【０１２７】
　合成例にて得られた各種の化合物は、必要に応じてＥＩ－ＭＳスペクトル（電子衝撃質
量分析スペクトル）、1Ｈ－ＮＭＲスペクトル（プロトン核磁気共鳴分光スペクトル）、
λｍａｘ（極大吸収波長）の測定を行うことにより、その構造を決定した。これらの測定
に用いた測定機器は、以下の通りである。
【０１２８】
　ＥＩ－ＭＳスペクトル：ガスクロマトグラフ質量分析計（型式名「ＱＰ－５０５０Ａ」
、株式会社島津製作所製）
　１Ｈ－ＮＭＲスペクトル：核磁気共鳴装置（型式名「ＪＥＯＬ Ｌａｍｂｄａ ４００」
、日本電子株式会社製）
　極大吸収波長：紫外可視近赤外分光光度計（型式名「ＵＶ－３１５０」、株式会社島津
製作所製）
【０１２９】
　〔実施例１〕（上記具体例の式（１１）で表される本発明の一例の有機化合物の合成）
　（工程１）下記式（３－１）で表される中間体化合物の合成
　本工程では、下記の反応式に従って、下記式（２－１）で表される化合物（式（２）の
Ｒ６、Ｒ７、Ｒ１４、及びＲ１５の全てが水素原子である化合物）から下記式（３－１）
で表される中間体化合物（式（３）のＲ６、Ｒ７、Ｒ１４、及びＲ１５の全てが水素原子
である化合物）を合成した。
【０１３０】
【化１３】

【０１３１】
　具体的には、窒素雰囲気下、－７８℃において、ナフト［２，３－ｂ：６，７－ｂ’］
ジチオフェン（式（２－１）で表される化合物）６７５ｍｇ（２．８ｍｍｏｌ）を無水テ
トラヒドロフラン（ＴＨＦ）８０ｍｌに溶解して得られた溶液に、ｎ－ブチルリチウム（
ｎ－ＢｕＬｉ)の１．５７Ｎヘキサン溶液５．７ｍｌ（８．９ｍｍｏｌ）をゆっくり混合
した後、１．５時間加熱還流した。反応液を－７８℃まで冷却し、そこへ塩化トリメチル
スズ２．２４ｇ（１１．２ｍｍｏｌ）を加えて室温で１１時間攪拌した後、水１００ｍｌ
を加えた。得られた混合物を分液し、水層を塩化メチレン１００ｍｌで３回抽出し、有機
層を無水硫酸マグネシウム（ＭｇＳＯ４）で乾燥し、さらに減圧濃縮した。減圧濃縮で得
られた残渣をアセトンで再結晶することにより、式（３－１）で表される化合物８６１ｍ
ｇ（収率５４％）を黄色固体として得た。
【０１３２】
　この式（３－１）で表される化合物の１Ｈ－ＮＭＲスペクトル及びＥＩ－ＭＳスペクト
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１Ｈ－ＮＭＲ（４００ＭＨｚ，ＣＤＣｌ３）０．４８（ｓ，１８Ｈ），７．４９（ｓ，２
Ｈ），８．３５（ｓ，２Ｈ），８．４８（ｓ，２Ｈ）；ＥＩ－ＭＳ（７０ｅＶ）ｍ／ｚ＝
５６６（Ｍ＋）
【０１３３】
　（工程２）下記式（ｂ）で表される中間体化合物の合成
　本工程では、下記の反応式に従って、下記式（ｂ）で表される中間体化合物（式（４）
のＲ１乃至Ｒ５及びＲ１６の全てが水素原子である化合物；式（５）のＲ８乃至Ｒ１３の
全てが水素原子である化合物）を合成した。
【０１３４】
【化１４】

【０１３５】
　具体的には、窒素雰囲気下、３－メチルチオ－２－ナフチルトリフルオロメタンスルホ
ネート（上記式（７）で表される化合物）２．０ｇ（６．２ｍｍｏｌ）を塩化メチレン１
００ｍｌに溶解して得られた溶液を、０℃に冷却し、メタクロロ過安息香酸（ｍＣＰＢＡ
）１．０７ｇ（６．２ｍｍｏｌ）を加えた後に、徐々に室温に戻しながら２２時間撹拌し
た。得られた反応液に２Ｍの炭酸カリウム水溶液３０ｍｌを加えた後、混合液を分液し、
水層を塩化メチレン５０ｍｌで２回抽出し、有機層を２Ｍの炭酸カリウム水溶液３０ｍｌ
で洗浄した。その後、有機層を無水硫酸マグネシウムで乾燥し、さらに減圧濃縮した。減
圧濃縮で得られた残渣をカラムクロマトグラフィー（充填剤：シリカゲル、展開溶媒：酢
酸エチル）で精製することにより、上記式（ｂ）で表される化合物１．８２ｇ（収率８７
％）を白色固体として得た。
【０１３６】
　この式（ｂ）で表される化合物の１Ｈ－ＮＭＲスペクトル及びＥＩ－ＭＳスペクトルの
測定結果は、以下のとおりであった。
１Ｈ－ＮＭＲ（４００ＭＨｚ，ＣＤＣｌ３）２．９０（ｓ，３Ｈ），７．６９（ｍ，２Ｈ
），７．８６（ｓ，１Ｈ），７．９５（ｑｕａｒｔ，１Ｈ），８．０３（ｑｕａｒｔ，１
Ｈ），８．５１（ｓ，１Ｈ）；ＥＩ－ＭＳ（７０ｅＶ）ｍ／ｚ＝３３８（Ｍ＋）
【０１３７】
　（工程３）下記式（ｃ）で表される中間体化合物の合成
　本工程では、下記の反応式に従って、工程１で得られた式（３－１）で表される化合物
と工程２で得られた式（ｂ）で表される化合物とから、下記式（ｃ）で表される中間体化
合物（式（６）のＲ１乃至Ｒ１６の全てが水素原子である化合物）を合成した。
【０１３８】
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【化１５】

【０１３９】
　具体的には、窒素雰囲気下、工程１で得られた式（３－１）で表される化合物０．７０
ｇ（１．２４ｍｍｏｌ）及び工程２で得られた式（ｂ）で表される化合物１．００ｇ（２
．９６ｍｍｏｌ）をトルエン５５ｍＬに溶解して得られた溶液に、テトラキス（トリフェ
ニルホスフィン）パラジウム（０）（Ｐｄ（ＰＰｈ３）４）１４３ｍｇ（０．１２４ｍｍ
ｏｌ）を加え、還流温度で６３時間攪拌した。その後、反応液を室温まで冷却し、固形分
を濾取した。濾取した固形分を水及びエタノールで洗浄することにより、式（ｃ）で表さ
れる化合物０．４６ｇ（収率６０％）を黄土色固体として得た。
【０１４０】
　この式（ｃ）で表される化合物の１Ｈ－ＮＭＲスペクトル及びＥＩ－ＭＳスペクトルの
測定結果は、以下のとおりであった。
１Ｈ－ＮＭＲ（４００ＭＨｚ，ＣＤＣｌ３）２．６１（ｓ，６Ｈ），７．６６（ｍ，６Ｈ
），７．９７（ｑｕａｒｔ，２Ｈ），８．０７（ｑｕａｒｔ，２Ｈ），８．１３（ｓ，２
Ｈ），８．４６（ｓ，２Ｈ），８．５３（ｓ，２Ｈ），８．６７（ｓ，２Ｈ）；ＥＩ－Ｍ
Ｓ（７０ｅＶ）ｍ／ｚ＝６１６（Ｍ＋）
【０１４１】
　（工程４）下記式（１１）で表される本発明の有機化合物の合成
　本工程では、下記の反応式の従って、工程３で得られた式（ｃ）で表される化合物から
、式（１１）で表される化合物を合成した。
【０１４２】
【化１６】
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【０１４３】
　具体的には、窒素雰囲気下、トリフルオロメタンスルホン酸（ＴｆＯＨ）２０ｍｌに、
工程３で得られた式（ｃ）で表される化合物０．２５ｇ（０．４１ｍｍｏｌ）を加え、室
温で９６時間攪拌した。反応終了後、氷水に反応混合物を注ぎ、得られた沈殿物を濾別し
た後、水で洗浄して固形分を得た。窒素雰囲気下、ピリジン２５ｍｌに前記で得られた固
形分を加え、４５時間加熱還流した後、水を加えて析出した沈殿物をろ過し、水、メタノ
ール、及びアセトンで洗浄した。前記で得られた洗浄後の沈殿物を乾燥させた後、真空昇
華精製を施すことにより、式（１１）で表される本発明の一例に係る有機化合物２２ｍｇ
（収率８％）を赤色固体として得た。
【０１４４】
　この式（１１）で表される有機化合物のＥＩ－ＭＳスペクトル及び極大吸収波長の測定
結果は、以下のとおりであった。
ＥＩ－ＭＳ（７０ｅＶ）ｍ／ｚ＝５５２（Ｍ＋）；λｍａｘ：５３６ｎｍ（薄膜）
また、この式（１１）で表される有機化合物からなる薄膜の紫外可視吸収スペクトルを図
４に示す。
【０１４５】
　〔実施例２〕（実施例１で得られた式（１１）で表される有機化合物を用いた本発明の
一例に係る薄膜トランジスタ素子（ボトムコンタクト－ボトムゲート型薄膜トランジスタ
素子、図１（ａ）参照）の作製及び評価）
　ヘキサメチルジシラザン処理を行った膜厚３００ｎｍのＳｉＯ２熱酸化膜（図１（ａ）
における絶縁体層４）付きｎドープシリコンウェハー（面抵抗０．０２Ω・ｃｍ以下、図
１（ａ）におけるゲート電極５及び基板６を兼ねる）におけるＳｉＯ２熱酸化膜が付いて
いる面の裏面上に電極作製用シャドウマスクを取り付け、真空蒸着装置内に設置し、装置
内の真空度が１．０×１０－４Ｐａ以下になるまで排気し、抵抗加熱蒸着法によって、金
製の電極、すなわちソース電極（図１（ａ）におけるソース電極１）及びドレイン電極（
図１（ａ）におけるドレイン電極３）を５０ｎｍの厚さに蒸着した。
【０１４６】
　次いで、この金電極付きの基板を、ペンタフルオロベンゼンチオールのイソプロピルア
ルコール溶液で処理し、金電極上に自己組織化単分子膜を形成した。さらに、イソプロピ
ルアルコールで基板を洗浄したのち、ホットプレート上で７０℃に加熱し乾燥した。
【０１４７】
　次いで、この基板上に有機半導体用シャドウマスクを取り付け、真空蒸着装置内に設置
し、装置内の真空度が１．０×１０－３Ｐａ以下になるまで排気し、前記基板における金
電極が形成されている側の表面上に、抵抗加熱蒸着法により、約１００℃の基板温度（蒸
着温度）の条件下で、実施例１で得られた式（１１）で表される有機化合物を１Å／ｓｅ
ｃの蒸着速度で５０ｎｍの厚さに蒸着し、有機半導体層（図１（ａ）における有機半導体
層２）を形成した後、電極作成用シャドウマスクを取り外した。これにより、本発明の一
例に係る電界効果型の薄膜トランジスタ素子（チャネル長５０μｍ、チャネル幅２０００
μｍ）を得た。
【０１４８】
　得られた有機トランジスタ素子をプローバー内に設置し、半導体パラメーターアナライ
ザー（型式名「４２００ＳＣＳ」、株式会社ＴＦＦケースレーインスツルメンツ社製）を
用いて半導体特性を測定した。
【０１４９】
　図５は、本実施例で得られた本発明の一例に係る薄膜トランジスタ素子の半導体特性を
示すグラフであり、ドレイン電圧を飽和領域である－６０Ｖに固定し、ゲート電圧を４０
Ｖから－６０Ｖまで走査し、ドレイン電流－ゲート電圧特性（伝達特性）を測定した結果
を示している。具体的には、図５は、横軸にゲート電圧（Ｖｇ／Ｖ）をとり、縦軸にドレ
イン電流（－Ｉｄ／Ａ；左端目盛り）と、ドレイン電流の絶対値の平方根（｜Ｉｄ｜１／

２／Ａ１／２；右端目盛り）とをとって、実施例２で作成した薄膜トランジスタ素子の半
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導体特性を示したグラフである。図５中、破線は作製直後の半導体特性を、実線は大気中
で１週間放置した後の半導体特性をそれぞれ示す。
【０１５０】
　図５に示した測定結果から、実施例２で作製した薄膜トランジスタ素子の閾値電圧、キ
ャリア移動度、及びオン／オフ比を以下に記載の方法でそれぞれ求めた。
【０１５１】
　＜閾値電圧＞
　図５に示したゲート電圧（Ｖｇ／Ｖ）と、ドレイン電流の絶対値の平方根（｜Ｉｄ｜１

／２／Ａ１／２）との関係を示す曲線では、０Ｖ近傍で、傾きが大きく変化している。図
５に示すゲート電圧（Ｖｇ／Ｖ）と、ドレイン電流の絶対値の平方根（－Ｉｄ／Ａ）との
関係を示す曲線では、曲線のうちで、傾きが略一定と見なせる範囲（図５に例示する測定
結果では－６０乃至－３０Ｖ）を直線近似し、その近似線を外挿した直線がＸ軸と交わる
点（Ｉｄ＝０Ａとなる点）の電圧値を、閾値電圧として求めた。
【０１５２】
　＜キャリア移動度＞
　飽和領域におけるドレイン電流－ゲート電圧特性は、下記の式（ａ）で表されることか
ら、式（ａ）を用いてキャリア移動度を算出した。
【０１５３】
　Ｉｄ＝（１／２）Ｗ・μ・Ｃｐ（Ｖｇ－Ｖｔｈ）２／Ｌ　…（ａ）
　　　但し、Ｉｄ：ドレイン電流
　　　　　　Ｗ：チャネル幅
　　　　　　μ：キャリア移動度
　　　　　Ｃｐ：絶縁体層４（ＳｉＯ２熱酸化膜）の静電容量
　　　　　Ｖｇ：ゲート電圧
　　　　Ｖｔｈ：閾値電圧
　　　　　　Ｌ：チャネル長
【０１５４】
　なお、今回の測定において、チャネル幅Ｗは２０００μｍ、絶縁体層４の静電容量は１
１．５×１０－９Ｆ、チャネル長Ｌは５０μｍである。また、ゲート電圧Ｖｇは、飽和領
域となる－６０Ｖとした。
【０１５５】
　＜オン／オフ比＞
　ドレイン電流－ゲート電圧特性の測定範囲内において、ドレイン電流の最大値（Ｖｄ＝
－６０Ｖの場合の電流値）と、ドレイン電流の最小値との比としてオン／オフ比を算出し
た。
【０１５６】
　以上の測定及び計算により、実施例２で得られた薄膜トランジスタ素子の作製直後の閾
値電圧（Ｖｔｈ）は－８Ｖ、キャリア移動度は２．４×１０－２ｃｍ２／Ｖｓ、オン／オ
フ比（Ｉｏｎ／Ｉｏｆｆ）は７．８×１０４であった。
【０１５７】
　また、上記薄膜トランジスタ素子を大気中で１週間放置した後の閾値電圧（Ｖｔｈ）は
－５Ｖ、キャリア移動度は２．０×１０－２ｃｍ２／Ｖｓ、オン／オフ比（Ｉｏｎ／Ｉｏ

ｆｆ）は６．０×１０４であった。この結果から、本薄膜トランジスタ素子が、高い大気
安定性を有していることは明らかである。
【０１５８】
　〔比較例１〕（特許文献６に記載のビスベンゾチエノナフトジチオフェンを用いた比較
用の薄膜トランジスタ素子（ボトムコンタクト－ボトムゲート型薄膜トランジスタ素子）
の作製及び評価）
【０１５９】
　実施例１で得られた式（１１）で表される化合物の代りに下記式（ｘ）で表されるビス
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膜トランジスタ素子を作製し、実施例２と同様の方法で半導体特性を測定した。
【０１６０】
【化１７】

【０１６１】
　図６は、比較例１で得られた比較用の薄膜トランジスタ素子の半導体特性（伝達特性）
を示すグラフである。図６中、破線は作製直後の半導体特性を、実線は大気中で１週間放
置した後の半導体特性をそれぞれ示す。
【０１６２】
　図６に示した測定結果から、比較例１で作製した薄膜トランジスタ素子の作製直後の閾
値電圧（Ｖｔｈ）は－６Ｖ、キャリア移動度は３．９×１０－２ｃｍ２／Ｖｓ、オン／オ
フ比（Ｉｏｎ／Ｉｏｆｆ）は３．１×１０５であった。また、上記薄膜トランジスタ素子
を大気中で１週間放置した後の閾値電圧（Ｖｔｈ）は１８Ｖ、キャリア移動度は２．６×
１０－２ｃｍ２／Ｖｓ、オン／オフ比（Ｉｏｎ／Ｉｏｆｆ）は５．６×１０２であった。
【０１６３】
　上記の実施例からも明らかなように、本発明の式（１）で表される有機化合物は、有機
薄膜トランジスタ素子を構成する有機半導体材料として優れた半導体特性を示しており、
有機エレクトロニクスデバイスの材料として高い汎用性を有した非常に有用な有機化合物
であると言える。
【符号の説明】
【０１６４】
　１　ソース電極
　２　有機半導体層
　３　ドレイン電極
　４　絶縁体層
　５　ゲート電極
　６　基板
　７　保護層
　１０Ａ～１０Ｆ　薄膜トランジスタ素子
　２０　有機太陽電池素子
　２１　基板
　２２　陽極
　２３　発電層
　２４　陰極
　２３１　ｐ型層
　２３２　ｎ型層
　２３３　バッファー層
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